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（医療従事者の働き⽅、地域の実情を踏まえた対応）

中 医 協 総 － ２

元 ． ９ ． 2 5
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個別事項（その２）

１．医療従事者の働き方
（１）医師の働き方改革に係るこれまでの経緯
（２）令和２年度概算要求における医師・医療従事者の働き方改革の推

進について
（３）診療報酬上の評価について（再掲）

２．地域の実情を踏まえた対応
（１）医療資源の少ない地域
（２）無医地区等について
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（１）医師の働き方改革に係るこれまでの経緯
（２）令和２年度概算要求における医師・医療従事者

の働き方改革の推進について
（３）診療報酬上の評価について（再掲）
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月の上限を超える場合の面接指導と就業上の措置（いわゆるﾄﾞｸﾀｰｽﾄｯﾌﾟ）

Ｂ
：
地
域
医
療
確
保
暫
定

特
例
水
準(

医
療
機
関
を
特
定)

将来に向けて
縮減方向

2024年４月～

年960時間／
月100時間（例外あり）
※いずれも休日労働含む

年1,860時間／
月100時間（例外あり）
※いずれも休日労働含む

（原則）
１か月45時間
１年360時間

※この（原則）については医師も同様。

（例外）
・年720時間
・複数月平均80時間
（休日労働含む）
・月100時間未満
（休日労働含む）
年間６か月まで

Ａ：診療従事勤務
医に2024年度以降
適用される水準

※実際に定める３６協定
の上限時間数が一般則を
超えない場合を除く。

連続勤務
時間制限
28時間・
勤務間イ
ンターバ
ル９時間
の確保・
代償休息
のセット
（義務）

連続勤務時間
制限28時間・
勤務間イン

ターバル９時
間の確保・代
償休息のセッ
ト（義務）

※初期研修医に
ついては連続勤
務時間制限を強
化して徹底（代
償休息不要）

Ａ

将来
（暫定特例水準の解消
（＝2035年度末）後）

一般則

※実際に定める３
６協定の上限時間
数が一般則を超え
ない場合を除く。

連続勤務
時間制限
28時間・
勤務間イ
ンターバ
ル９時間
の確保・
代償休息
のセット
（義務）

連続勤務時間制限28時
間・勤務間インターバ
ル９時間の確保・代償
休息のセット（努力義
務）

連続勤務時間制
限28時間・勤務
間インターバル
９時間の確保・
代償休息のセッ
ト（努力義務）

【
追
加
的
健
康
確
保
措
置
】

【
時
間
外
労
働
の
上
限
】

年1,860時間／月100時間（例外あり）
※いずれも休日労働含む
⇒将来に向けて縮減方向

集
中
的
技
能
向
上
水
準

(

医
療
機
関
を
特
定)

Ｃ-１ Ｃ-２
Ｃ－１：初期・後期研修医が、研修

プログラムに沿って基礎的な技能や

能力を修得する際に適用

※本人がプログラムを選択

Ｃ－２：医籍登録後の臨床従事６年

目以降の者が、高度技能の育成が公

益上必要な分野について、特定の医

療機関で診療に従事する際に適用

※本人の発意により計画を作成し、

医療機関が審査組織に承認申請

Ｃ-１ Ｃ-２

年960時間／
月100時間（例外あり）
※いずれも休日労働含む

※あわせて月155時間を超える場合には労働時間短縮の具体的取組を講ずる。

医師の時間外労働規制について①

医 師 の 働 き 方 改 革 に関 す る 検 討 会 報 告 書 （ 平 成 3 1 年 ３ 月 2 8 日 ） 中医協 総－２－１
元 ． ５ ． ２ ９
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36
協
定
で

締
結
で
き

る
時
間
数

の
上
限

①通常の時間外労働（休日労働を含まない） 月45時間以下・年360時間以下

②「臨時的な必要がある場合」
（休日労働を含む）

月100時間未満（ただし下表の面接指導等を行った場合には例外あり）

年960時間以下 年1,860時間以下

③36協定によっても超えられない時間外労働の上限時
間（休日労働を含む）

月100時間未満（例外につき同上）

年960時間以下 年1,860時間以下

（Ａ）水準 （Ｂ）水準 （Ｃ）水準

追
加
的
健
康
確
保

措
置

連続勤務時間制限28時間※１（宿日直許可なしの場合） 努力義務
義務

勤務間インターバル９時間

面接指導（睡眠・疲労の状況の確認を含む）・必
要に応じ就業上の措置（就業制限、配慮、禁止）

時間外労働が月100時間以上となる場合は義務
（月100時間以上となる前に実施※３）

（②が年720時間等を超え
る場合のみ）

適正な労務管理（労働時間管理等） 一般労働者と同様の義務（労働基準法、労働安全衛生法）

 追加的健康確保措置については医事法制・医療政策における義務付け、実施状況確認等を行う方向で検討（３６協

定にも記載）。面接指導については労働安全衛生法上の義務付けがある面接指導としても位置づける方向で検討。

医師労働時間短縮計画の作成によるＰＤＣＡの実施 現行どおり
（勤務環境改善の努力義務）

義務

※

２

※さらに、時間外労働月155時間超の場合には労働時間短縮の措置を講ずる。

※１ （Ｃ）－１水準が適用される初期研修医の連続勤務時間制限については、28時間ではなく１日ごとに確実に疲労回復させるため
15時間（その後の勤務間ｲﾝﾀｰﾊﾞﾙ９時間）又は24時間（同24時間）とする。
※２ 長時間の手術や急患の対応等のやむを得ない事情によって例外的に実施できなかった場合には、代償休息によることも可能
（（Ｃ）－１水準が適用される初期研修医を除く）。
※３ 時間外労働実績が月80時間超となった段階で睡眠及び疲労の状況についての確認を行い、（Ａ）水準適用対象者の場合は疲労の
蓄積が確認された者について、（Ｂ）・（Ｃ）水準適用対象者の場合は全ての者について、時間外労働が月100時間以上となる前に面接
指導を実施。

医師の時間外労働規制について②

医 師 の 働 き 方 改 革 に関 す る 検 討 会 報 告 書 （ 平 成 3 1 年 ３ 月 2 8 日 ）
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評価機能による第三者評価

2024年４月までの見通し
2019年度 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度

（Ａ）水準の者
のみの医療機関

（Ｂ）水準の特
定を受けた医療

機関

（Ｃ）
－１水
準の特
定を受
けた医
療機関

（Ｃ）
－２水
準の特
定を受
けた医
療機関

医
療
機
関
（
医
療
機
能
、
勤
務
実
態
（
時
間
外
労
働
時
間
数
）
等
は
様
々
）

都道府県に
よる特定の

実施

（医療機関か
らの申請方式
を想定）審査組織による（Ｃ）－２対象

医療機関の個別審査

臨床研修・専門研修プログラムに
おける時間外労働時間数の明示

（義務化）

時短計画策定の推奨・義務化・ＰＤＣＡ

（取組状況を踏まえて）

※義務化開始年限は、今後、臨床研修部会等において検討。

※審査組織による個別審査開始は、遅くとも2022年度～

※計画策定の義務化は、遅くとも2021年度～

※評価機能による第三者評価開始は、遅くとも2022年度～

なるべく多くが（Ａ）水準の者のみの医療機関となるような取組、支援策が必要

労
務
管
理
の
適
正
化

（Ｂ）・（Ｃ）医療機関の義務
・ （Ｂ）・（Ｃ）水準適用者への
追加的健康確保措置

・ 時短計画、評価受審等

※特定を受けた医療機関の医
師全員が当然に各水準の適用
対象となるわけではない

第１回医師の働き方改革の推進に関する検討会（令和元年７月５日）資料３
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（Ａ）水準適用 （Ｂ）水準適用（Ａ）水準適用

上限規制適用までの５年間における医療機関の動き

 2024年４月の時間外労働の上限規制適用までの５年間において、各医療機関は自らの状況を適切に分析し、労働時
間短縮に計画的に取り組むことが必要。

（
２
０
１
９
年
度
）

（
２
０
２
４
年
度
）
そ
の
後

※図中の数字は医師の年の時間外労働時間数

ステップ１：時間外労働時間の実態を的確に把握

ステップ２：自施設に適用される上限がどれになるかの検討

ステップ３：取り組むべき「短縮幅」の見極め
医師労働時間短縮計画を作成し、ＰＤＣＡサイクルによる短縮

都道府県が（Ｂ）対象の特定

＜各医療機関の状況に応じた５年間の動き（例）＞

機能が（Ｂ）の要件を満たさず 機能が（Ｂ）の要件を満たす機能が（Ｂ）の要件を満たす

上限である年960時
間を下回って短縮

極めて長時間労働の医師を（Ｂ）水準以内と
したが、年960時間までは短縮できず

年960時間を目指し努力を継続

医療機関X
実態は400～
1,000hの間で

ばらつき

医療機関Y
実態は1,200～
1,400hの医師が

多い

医療機関Ｚ
実態は600～
2,200hの間で

ばらつき

（さらなる労働時間短縮を目指し努力を継続）

※

こ
の
間
、
実
態
面
の
検
証
は
継

続
す
る
必
要
（
調
査
等
）

上限である年960時
間を下回って短縮

地域医療提供体制を確保するために必要な機能の精査（地域医療構想）

（
Ｂ
）
水
準
の
適
用
と
な
る
医
療
機
関
は
、
地
域
に
お
い
て
必
須
の
医
療

機
能
を
有
し
、
（
Ａ
）
水
準
の
適
用
に
向
け
た
重
点
支
援
対
象
と
す
る
も

の
。
都
道
府
県
は
（
Ａ
）
・
（
Ｂ
）
の
役
割
分
担
も
含
め
た
医
療
提
供
体

制
の
あ
り
方
・
必
要
な
支
援
策
を
不
断
に
検
討
し
て
い
く
必
要
。

第１回医師の働き方改革の推進に関する検討会（令和元年７月５日）資料３
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（１）医師の働き方改革に係るこれまでの経緯
（２）令和２年度概算要求における医師・医療従事者

の働き方改革の推進について
（３）診療報酬上の評価について（再掲）
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医療提供体制の改⾰に係る令和２年度概算要求の概要

・働きやすく働きがいのある職場づくりに向けた環境の整備
６１．８億円（１５．３億円）

・2024年度から始まる新たな制度設計等への支援 ７．１億円（２．２億円）
・組織マネジメント改革の推進等 ３．３億円（２．８億円）
・医師の働き方改革の推進に向けた調査研究 ３．４億円（０．６億円）

・地域医療介護総合確保基金 （注） ６８９．１億円（６８９．１億円）
・医療機能の分化・連携に向けた具体的対応方針に対する病院支援事業 １．２億円（－）
・地域医療構想・医師偏在対策推進支援事業 ０．８億円（０．８億円）

質が高く効率的な医療提供体制の確保
（令和２年度概算要求の主な事項）

Ⅲ．医師・医療従事者の
働き方改革の推進

Ⅰ．地域医療構想の実現に
向けた取組の推進

Ⅱ．地域間の医師・診療科間偏在
の解消など医師偏在対策の推進

三位一体で推進

・認定制度を活用した医師少数区域における勤務の推進事業
２２．７億円（－）

・都道府県外医師を対象とした医師確保事業 ５．０億円（０．５億円）
・地域医療構想・医師偏在対策推進支援事業【再掲】 ０．８億円（０．８億円）
・総合診療医等の養成支援 ４７．２億円（３．６億円）

６９１．２億円（６９０．１億円）

７５．６億円（４．９億円） ７５．６億円（２１．７億円）

※ 上記のほか、地域医療構想、医師偏在対策、医療従事者働き方改革については、「経済財政運営と改革の基本方針2019」を踏まえ、財源と合わ
せて、予算編成過程で検討する。

◯ 医療提供体制の改革については、2025年を目指した地域医療構想の実現等に取り組んでいるが、2025年以降も少子高齢化の進展が見込まれ、
さらに人口減に伴う医療人材の不足、医療従事者の働き方改革といった課題への対応が必要となっている。

◯ 令和２年度概算要求では、2040年の医療提供体制の展望を見据えて、地域医療構想の実現に向けた取組、実効性のある医師偏在対策、医師・
医療従事者の働き方改革を三位一体で推進し、総合的な医療提供体制改革の実施に向けた実効的な施策を講じるための要求を行っている。

（注）地域医療介護総合確保基金は消費税財源であるため、概算要求の段階においては、事項要求とし機械的に前年同額としているが、予算編成過
程において検討する。
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● 2040年に向けて総合的な医療提供体制改⾰を実施していくため、地域医療構想の実現に向けた取組や医師の偏
在対策と連携しつつ、医師の労働時間短縮を強⼒に進めていくための、実効的な施策を講じる。

■働きやすく働きがいのある職場づくりに向けた環境の整備 61.8億円（15.3億円）

■2024年度から始まる新たな制度設計等への支援 7.1億円（2.2億円）

・医師の労働時間短縮のための「評価機能」(仮称)
の設置準備(新規) 1.0億円

・医療のかかり⽅普及促進事業 2.2億円(2.2億円)

・特定⾏為に係る看護師の研修制度の推進 6.9億円(5.9億円)

・助産師活用推進事業 0.8億円(0.6億円)

・病院薬剤師を活⽤した医療安全等の推進事業(新規) 0.4億円

※⾦額は令和２年度概算要求額、()内は令和元年度当初予算額

・全国の病院等を検索できる医療情報サイトの基盤
構築経費(新規) 2.7億円

・医療機能の分化・連携に向けた具体的対応⽅針に

対する病院支援事業(新規) 1.2億円

■組織マネジメント改革の推進等 3.3億円（2.8億円）

・医療機関管理者を対象としたマネジメント研修 0.6億円(0.5億円)

・医療従事者勤務環境改善推進事業 0.2億円(0.1億円)

・医療現場における暴⼒・ハラスメント対策普及啓発事業(新規) 0.3億円

・タスク・シフティング等医療勤務環境改善推進事業 41.8億円(3.9億円)

・医療専⾨職⽀援⼈材確保・活⽤促進事業(新規) 0.9億円

・Tele-ICU体制整備促進事業 5.5億円(5.0億円)

・妊産婦モニタリング支援事業(新規) 5.5億円

・⼥性医師⽀援センター事業 1.4億円(1.4億円)

・⼥性医療職等の働き⽅⽀援事業 0.5億円(0.5億円)

・看護業務の効率化に向けた取組の推進 0.3億円(0.3億円)

■医師の働き方改革の推進に向けた調査研究 3.4億円（0.6億円）

・医師の健康確保措置実施準備調査研究事業(新規) 1.0億円

・集中的技能水準向上に向けた準備支援事業(新規) 0.3億円

・医師等働き方調査事業 0.6億円(0.6億円)

・三師調査分析事業(新規) 0.9億円

・ICTを活⽤した医科⻭科連携の検証事業(新規) 0.3億円

・脳卒中患者に対する⼝腔機能管理モデル事業(新規) 0.3億円

第２回医師の働き方改革の推進に関する検討会（令和元年９月２日）参考資料２
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タスク・シフティング等医療勤務環境改善推進事業

【課題】

○ 働き方改革実行計画（平成29年3月28日働き方改革実現会議決定）等を踏まえて開催された、「医師の働き方改
革に関する検討会」が取りまとめた報告書（平成31年3月28日）においては、医療機関全体としての効率化や他職種

も含めた勤務環境改善に取り組むことが不可欠とされた。また、医師の実施している業務を他の職種へ移管するこ
と（タスク・シフティング）が一定程度見込まれるととともに、タスク・シェアリングも必要とされており、タスク・シフティン
グ、タスク・シェアリング等に係る先進的な取組を周知し、普及させていくことが重要とされる。

（事業内容）
① タスク・シフティング、タスク・シェアリングの推進や勤務間インターバルの導入等による、勤務環境改善や労働時間短縮に関する
先進的な取り組みを行う医療機関に対する支援

② 会議開催等を通じて、勤務環境改善や労働時間短縮に資する好事例の普及活動を行う医療関係団体に対する支援

令和２年度概算要求額
4,179,608千円（385,419千円）

【メニュー例】
・勤怠管理等のICT機器導入
・勤務間インターバルなどの
具体的な勤務環境改善
の仕組みを導入

H

②医療関係団体による勤務環境改善や労働時間短縮の普及活動に対する支援

①医療機関による勤務環境改善や労働時間短縮の取組に対する支援

先進的取組を行っている
医療機関の取り組みをメニュー化

先進的取組を踏まえて
改善等に取り組む医療

機関に対して補助

好事例や
効果の周
知・普及

会議開催等を通じた好事例の普及等、医師の勤務
環境改善や労働時間短縮に資する取組に係る経
費に対して補助

様々な医療機関の好事例・効果が周知・普及
されることで、勤務環境改善や労働時間短縮
に取り組もうとしている医療機関への示唆となる

好事例の普及
が新たな好事例
を生む好循環へ

補助事業で得られた好事例や効果の周知・普及

第２回医師の働き方改革の推進に関する検討会（令和元年９月２日）参考資料２
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委託先 検討中

現状と課題

○ 医師の働き⽅改⾰を進めるにあたって、医師・看護師等の医療専⾨職から看護補助者や医師事務作業補助者のような医療専⾨職⽀援⼈材へ
のタスクシフティングが重要。
しかし、医療専⾨職⽀援⼈材については、

① 医療機関によって研修実施の有無や内容にばらつきがあり、また、研修を実施していても⼊職時期が⼀定ではない場合が多く、タイム
リーな研修実施が困難

② 医療専⾨職⽀援⼈材となる可能性のある⼈材へのアプローチ（医療機関で働くことの魅⼒の発信等）不⾜
医療専⾨職⽀援⼈材の必要性及び活⽤⽅法について、医療機関管理者等の認識不⾜などの理由により、勤務経験が活かされる環境が整っ

ておらず、必要な人材を確保することが難しい状況。
○ また、患者等からの苦情対応は医療専⾨職を疲弊させ、⽣産性を下げる要因ともなっていることから、医療機関のマネジメント層に向
けて、苦情対処の重要性や、苦情対応にかかる人材の活用方法等に関する啓発も必要。

事業内容等

令和元年度の医療関係者との勉強会及び医療専⾨職⽀援⼈材実態調査研究（厚⽣科学研究費・予定）の結果をもとに、医療専⾨職⽀援⼈材の
確保・活⽤のため以下の取り組みを⾏う。

① 医療専⾨職⽀援⼈材向け⼊職研修のeラーニング作成（看護補助者向けコースのほか、医療機関で働く全ての医療専⾨職⽀援⼈材向け共通
コースを設定）※医療機関の概要、医療安全や秘密保持等の基礎知識と業務の概要を学ぶ

② 医療専⾨職⽀援⼈材の業務内容や魅⼒、医療専⾨職⽀援⼈材になる⽅法等を⽰したポスターやPR動画等を作成し、高校やハローワーク等
で配布するなど、関係者へ周知を⾏う。※医療のかかり⽅の周知とタイアップし、シニア層含めて幅広く周知

③ 医療機関マネジメント層向けの⽀援⼈材活⽤プログラムの開発
医療専⾨職⽀援⼈材の活⽤等に関するプログラム開発を⾏う。この中では、専⾨職種が患者とのトラブルにより⽣産性を下げることの無

いような苦情対応にかかる⼈材の活⽤⽅法等についてのプログラムの開発・展開も⾏う。
④ 医療機関マネジメント層向けの医療専⾨職⽀援⼈材の活⽤・確保⽅法等に関する情報発信（シンポジウムの開催等）。

※①〜③の成果物を周知・活⽤

令和元年度 令和２年度 令和３年度

医療専⾨職⽀援⼈材に関する勉強会

「看護補助者活用推進のための
看護管理者研修テキスト」改訂

・医療専⾨職⽀援⼈材向け⼊職研修プログラムのeラーニング作成

スケジュール（予定）

・医療専⾨職⽀援⼈材確保活⽤キャンペーン（パンフレット、PR動画、シンポジウム。医療のかかり⽅普及促進事業と連携）

看護業務効率化先進事例周知事業
で看護補助者活用について表彰

・医療機関マネジメント層向けに⽀援⼈材活⽤⽅策等を展開（シンポジウム等）

・医療機関マネジメント層向けの⽀援⼈材活⽤プログラムの開発

医療専門職支援人材確保・活用促進事業 令和２年度概算要求額
90,673千円（０千円）

第２回医師の働き方改革の推進に関する検討会（令和元年９月２日）参考資料２
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○ 2025年に向けて更なる在宅医療等の推進を図るためには、個別に熟練した看護師のみでは⾜りないことから、医師等の判断を待たずに⼿
順書により⼀定の診療の補助（特定⾏為）を⾏う看護師を養成する必要がある。（平成27年特定⾏為研修制度を創設）

○ 特定⾏為研修修了者を効果的に活⽤するためには、質の⾼い修了者を確保する必要がある。そのためには、研修を実施する指定研修機関
の確保、質の充実が不可⽋である。

○ 特定⾏為研修制度の普及や理解促進、研修受講者の確保のためには、研修に関する情報共有・情報発信を⾏う必要がある。

看護師の特定⾏為に係る研修機関⽀援事業

事業目的

看護師の特定行為に係る研修機関導入促進支援事業

指定研修機関の確保を図るため、指定研修機関の設置準備に必要な、
カリキュラム作成や備品購入、eラーニングの導入、実習体制構築等の
経費に対する支援を行う。【補助先：指定研修予定機関】

看護師の特定行為に係る指定研修機関運営事業

指定研修機関及び協力施設が質の高い研修を行うため、指導者経費や
実習に係る消耗費、委託費、指定研修機関と協力施設の連携に必要な会
議費等に対する支援を行う。【補助先：指定研修機関】

令和2年度概算要求額 591,523千円 （令和元年度予算額 491,541千円）

207,583千円（ 145,371千円） 3２7,127千円（ 334,485千円）

看護師の特定行為における指定研修機関電子申請手続等に係る検討・調査事業 18,134千円（0千円）

事業概要

指定研修機関が行う特定行為研修に係る申請書作成や報告等の手続きを電子的に行うための検討・調査を実施する。
【補助先（委託先）：公募により選定した団体】

指定研修機関

実習に係る
連携・協力

指導医による
講義・演習

実習施設

実習施設に
おける実習

特定行為研修
受講看護師

実習評価

運営事業（指定研修機関指定後の補助）

厚生労働省

運営に必要な
経費の一部を支援

指定研修機関
（指定前）

カリキュラムや
実習要項の作成

シミュレーター等
備品購入

実習施設（予定）

実習体制構築の
調整等

導入促進支援事業（指定研修機関指定前の補助）

eラーニング
導入 シミュレーター等

備品購入

厚生労働省

設置準備に必要な
経費の一部を支援

看護師の特定行為に係る研修機関拡充支援事業 11,685千円（11,685千円）

医療機関の管理者や医師・看護師等を対象とした特定行為研修に関するシンポジウム等を開催する。
看護師が特定行為研修受講に関する情報を収集しやすい環境を整えるため、指定研修機関が実施している特定行為研修の受講に係る情報を収集し、

ポータルサイトを設置・運営する。【補助先（委託先）：公募により選定した団体】

特定行為研修修了者に係る特定行為実践モデル事業 26,994千円（0千円）
特定行為研修修了者を複数名雇用する医療機関等において、効果的な特定行為実践を行うためのシステム作り、修了者の段階的な雇用等、モ

デル的な取組を行う。【補助先：特定行為研修の修了者（複数名以上）を有する医療機関等】

第２回医師の働き方改革の推進に関する検討会（令和元年９月２日）参考資料２
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看護師の特定行為に係る指導者育成等事業

○ 2025年に向けて、更なる在宅医療等の推進を図るためには、個別に熟練した看護師のみでは足りないことから、医師等の判
断を待たずに手順書により一定の診療の補助（特定行為）を行う看護師を養成するため、特定行為研修制度を創設。

○ 特定行為研修の質を担保しつつ、研修を円滑かつ効果的に実施するためには、指導者や指導者リーダーの育成が重要である。
このため、指定研修機関や実習施設における指導者を対象に、制度の内容や指導の方法等、手順書において看護師が行う病状の
確認の範囲等について、理解促進を図り、効果的な指導ができる指導者や指導者リーダーの育成を図る。

○ また、特定行為研修修了者や指定研修機関数の増加を図るため、現行の特定行為研修制度の実施方式や指定研修機関の負担な
ど、特定行為研修の実態や課題について調査・分析等を行う。

事業の目的

指導者育成事業

特定行為研修受講看護師

実習施設

講義・演習 実習施設に
おける実習

指定研修機関や実習施設における
指導者向け講習会の企画、運営、
参加者募集 など

特定行為研修における指導者（主に指定研修機関や実習施設における指導者）向けの
研修を行い、特定行為研修の質の担保を図る。

令和２年度概算要求額 58,088千円（令和元年度予算額 58,088千円）

指定研修機関

○指導者育成
・目 的：特定行為研修の質の担保を図るため、制度の趣旨・内容、手順書、指導方法等の

理解を促進し、適切な指導ができる指導者を育成する
・概 要：指導者（予定者含む）に対して、指導者講習会を実施
・委託先：公募により選定された団体
・備 考：講習会の開催回数、各回の定員及び場所については参加者の利便性を考慮し設定

実態調査・分析等事業

◆調査・分析等の内容

・指定研修機関及び協力施設（実習施
設）における研修についての実態調
査及び分析等

・研修修了者の活動実態や活躍推進に
向けた課題等に係る調査・分析等

・特定行為研修制度に係る実態や課題
を踏まえた改善策の検討に資する調
査及び分析

・調査結果の公表・周知 等

◆委託先：公募により選定された団体

指導者 指導者

○指導者リーダー育成
・目 的：指導者講習会を企画・実施する者（リーダー）を育成する
・概 要：指導者講習会を実施する事業者を対象に、研修会を実施
・委託先：公募により選定された団体

厚生労働省 委託先団体

指導者講習会の
実施に必要な
経費を支援

公募により選定

第２回医師の働き 方改革の推進に 関する検討会 （令和元年９月 ２日 ）参考資 料 ２
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病院薬剤師を活用した医療安全等の推進事業

〇 近年の医療の質や安全性の国民の意識の高まりに加え、急速な医療技術の高度化や新薬の
登場などによる薬物療法の複雑化に対応するため、薬剤師の専門性を活かしながら、医療の質
の向上、医療安全の推進につなげていく必要がある。

〇 一部の先進的な取組を行っている病院では、手術室やICU（集中治療室）、救命救急等のハイリ
スクな部門において、積極的に処方提案や投与量・投与速度の算出等に関わることによって、医
療安全や、医師等からのタスク・シフティングの推進に貢献していると考えられる。

○ 国会等でも（東京女子医大において、小児への鎮静薬としての使用が禁忌であるプロポフォー
ルの大量投与により患者が死亡した事案に関連して）医薬品に関する院内の医療事故を防止す
るために、医薬品の専門家である薬剤師が主体的に関与する必要性について指摘を受けている。

病院薬剤師を活用した先進的な取組を普及するための仕組みの構築

現状の課題

期待される効果事業内容

〇 先進的な取組を評価
し、研修を通じて全国
に普及する仕組みを
構築することで、医薬
品に関する医療安全
と効率的な医療提供、
更にチーム医療の推
進による医師等の働
き方改革が全国的に
推進されることが期待
される。

（例）医師と薬剤師の間の事前の合意に基づく処方関連業務支援
・持参薬や入院継続処方の薬剤師によるオーダー入力業務
・プロトコルに基づく医薬品の薬剤師による新規オーダー入力業務
・手術中の麻薬等持続鎮痛薬の薬剤師による手術室での処方監査や調製

医療安全やタスク・シフティングに関連する取組を収集する

研修会を実施する

e-learningの実施や研修資材を配布

・収集した取組を専門家が評価する
・普及すべき好事例の薬剤師が習得すべき技術等が必要な取組を抽出
・薬剤師の知識や技術等の向上のための体系的な研修プログラムを設計
・研修会での普及啓発を行う

・研修会以外のツールも用意する

病院薬剤師を活
用した好事例の
収集

専門家による評
価と研修プログラ
ムの作成

研修会の実施
普及啓発

〇 病院薬剤師を活用した先進的な取組を
全国に普及するための仕組みを構築し、
医薬品に関する医療安全、チーム医療の
推進による医師等の働き方改革を全国的
に推進する必要がある。

○ 現在、働き方改革における医師等の業
務負担軽減のため、タスク・シフティング
の重要性が指摘されており、チーム医療
における病院薬剤師の活用を進める必要
がある。

方向性

令和２年度概算要求額：37,426千円（0千円）
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医療のかかり方普及促進事業（国実施分）

【課題】

○ 働き方改革実行計画（平成29年3月28日働き方改革実現会議決定）等を踏まえ、「医師の働き方改革に関する検
討会」が開催され報告書（平成31年3月28日）が取りまとめられた。同報告書において、医師の勤務負担軽減・労働

時間短縮に向けては、医療提供者側の取組だけでなく、患者やその家族である国民の理解が欠かせないため、医
療機関へのかかり方を含めた国民の理解を得るための周知の取組を関係者が一体となって推進する必要があると
されている。

（事業内容）

・国民（患者）の医療機関へのかかり方に関する意識と行動の変革及び医療機関の負担軽減に向けた具体的な取組を推進するための
国民運動の展開
・上手な医療のかかり方について国民が理解しやすいように、分かりやすく情報を整理したウェブサイトの整備、啓発資料の作成
・多様な取組主体が参画し、国民運動を広く展開していくためのイベント開催等の実施

厚生労働大臣表彰

ポスター等啓発資料の提供

医療関係者、企業、行政等が参画する国民運動の展開

イベント開催・上手な医療のかかり方についての周知啓発

・関係機関・団体等による上手な医療のかかり方を広める取
組事例の展開

ウェブサイトの整備

※広告代理店等に業務委託

令和２年度概算要求額
217,376千円（217,376千円）

第２回医師の働き方改革の推進に関する検討会（令和元年９月２日）参考資料２
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医療機関管理者を対象としたマネジメント研修事業

【課題】

○ 医師の働き方改革を進めるにあたり、個々の医療機関が労働時間短縮・医師の健康確保を進めていくことが重要
とされている。しかし、現時点においては医師の在院時間ですら管理していない病院もあり、管理者の意識改革を早
急に進める必要がある。また、改革の必要性は認識しているがどのように取り組めばいいかわからない医療機関管
理者もいると考えられる。医療機関管理者について、医師の労働時間短縮策等の必要性の認識を高めるとともに、
具体的なマネジメント改革の進め方の普及を図る。

（事業内容）
・医師の働き方改革に向けたトップマネジメント研修や都道府県単位の病院長向け研修を更に拡大して実施。

トップマネジメント研修

各都道府県における研修

各医療機関での実践

全ての都道府県から推薦された病
院長に対し、意識改革や勤務環
境・処遇などの労務管理に関する
マネジメントに係る研修

トップマネジメント研修を受講した
病院長を含めた有識者が講義

各都道府県における研修を受
講した病院長が院内の勤務環
境改善策を検討・実施

※医療関係団体
等に業務委託

令和２年度概算要求額
59,041千円（48,151千円）

※保健医療科学院

第２回医師の働き方改革の推進に関する検討会（令和元年９月２日）参考資料２
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医療従事者勤務環境改善推進事業

医師・看護職等の医療スタッフの離職防⽌や医療安全の確保等を図るため、改正医療法（平成26年10月1⽇施⾏）に基づき、勤務環境改善
マネジメントシステム※１が創設されるとともに、各都道府県に医療勤務環境改善⽀援センター※２が設置されている。
※１医療機関がPDCAサイクルを活⽤して計画的に医療従事者の勤務環境改善に取り組む仕組み
※２医療機関のニーズに応じた総合的・専⾨的な⽀援を⾏う体制を各都道府県で整備。センターの運営には「地域医療介護総合確保基⾦」を活⽤。平成29年３⽉、全都道府県に設置済み。

背景

医療勤務環境改善⽀援センターは、各医療機関の勤務環境改善マネジメントシステムに基づく「勤務環境改善計画」の策定・実施・評価等を
総合的にサポートしているが、各都道府県により設置時期や取組状況が様々であることから、①有識者による、⽀援センター実施団体及びアド
バイザーに対する指導・助言、②⽀援センターの運営やアドバイザーの活動に資する資料の作成を委託事業により実施し、支援センターの活動
の活性化やアドバイザーの質の均てん化とその向上を図るものである。
更に、平成30年度末に医師の働き⽅改⾰に関する検討会の報告書がとりまとまり、医師の勤務環境改善にむけたより⼀層の取組が重要であ

ることから、令和2年度においては、当事業の実施体制の強化を図り、⽀援センターの活動促進を図る。

事業概要

各医療機関の勤務環境改善マネジメントシステムに基づく「勤務環境改善計画」の策定・実施・評価等を、専⾨家のチームにより、
個々の医療機関のニーズに応じて、総合的にサポート

医業分野アドバイザー事業（医政局予算）
（地域医療介護総合確保基⾦対象事業）

○診療報酬制度⾯、医療制度・医事法制⾯
○組織マネジメント・経営管理⾯
等に関する専門的アドバイザーの派遣等

都道府県 医療勤務環境改善支援センター

医療労務管理⽀援事業（労働基準局予算）

○労務管理⾯でのアドバイザー配置

社会保険労務士、
医業経営コンサルタントなど

①支援センター実施団体及びアドバイザーに対する指導・助言

・支援センター実施団体やアドバイザーからの要請を受け、
医療勤務環境に関する有識者が、指導・助⾔を⾏う。

・全国のアドバイザーを対象として、好事例の説明会
等を開催する。

②都道府県職員やアドバイザーを対象とした研修のための
教材開発

・医療勤務環境に関する有識者らにより、勤務環境改善に
取り組んでいる医療機関の実態調査や検討会等を⾏い、
⽀援センターの運営やアドバイザーの活動に資する資料
を作成し、研修会等で教材等として活用する。

支援センターの活動の活性化
アドバイザーの質の均てん化及び向上

※平成29年度より実施

令和２年度概算要求額
20,804千円（10,597千円）

第２回医師の働き方改革の推進に関する検討会（令和元年９月２日）参考資料２
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（１）医師の働き方改革に係るこれまでの経緯
（２）令和２年度概算要求における医師・医療従事者

の働き方改革の推進について
（３）診療報酬上の評価について（再掲）
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医療機関内での取組み

○ 医療機関の勤務環境の改善のためには、院内での労務管理や労働環境の改善のマネジメントシス
テムを機能させる必要がある。これまで診療報酬においても、病院勤務医の負担軽減及び処遇改善
に資する体制への評価を⾏ってきた。総合⼊院体制加算においては、病院に勤務する全医療従事者
を対象とした負担軽減及び処遇改善に資する体制の整備を要件とした。

○ また、個別の取り組みについて、診療報酬において以下の対応を⾏っている。

ー タスク・シフティングの推進
医師事務作業補助体制加算をはじめとした、他職種へのタスク・シフティングに資する体制へ

の評価を⾏っている。また、看護師の特定⾏為研修制度のパッケージ化がすすめられており、今
後研修を修了した看護師の数は増加する⾒込みである。

ー ⼈員配置の合理化
診療報酬の各項⽬において、⼀定の質の担保等のために⼈員の配置を要件としている。これま

で、医療の実態により応じた要件となるよう、常勤要件の明確化やその他の要件の⾒直しを
⾏ってきた。

ー チーム医療・複数主治医制等の推進
医療の質向上のため、チーム医療の推進に資する体制への評価を⾏っている。また、⼀部の項

目においては、算定の要件として複数主治医制等を求めているものがある。

ー 書類作成・研修要件等の合理化
⼀部の診療報酬においては、算定の要件として、診療録への記載や書類作成、研修の受講等を

求めているものがある。

中医協 総－２－１
元 ． ５ ． ２ ９
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院内の労務管理・労
働環境改善のための
マネジメントの実践

タスク・シフティング、
チーム医療の推進

勤務環境に特に配慮
を要する領域への対応

多様な勤務形態
の推進

その他（外来医療の機
能分化）

医師事務作業
補助者の配置

H18年度

H20年度

H22年度

H24年度

H26年度

H28年度

H30年度

＜医師の勤務環境改善・働き方改革に資する主な診療報酬改定項目＞

勤務環境改善に関連する診療報酬の対応（主なもの）

病院勤務医の負担軽
減等の体制整備を評
価（３つの診療報酬項
目）

評
価
対
象
と
な
る
項
目
を
拡
大

・効果のある負担軽
減策を計画に含むこ
とを要件化

・評価の対象となる項
目を整理

・栄養サポートチーム
加算等を新設

・看護補助者の配置
の評価を新設

医師事務作業
補助体制加算
の新設

評
価
対
象
と
な
る
チ
ー
ム
医
療
の
拡
大

タ
ス
ク
・
シ
フ
テ
ィ
ン
グ
に
係
る
評
価
の
充
実
・
拡
大

評
価
の
充
実
、
対
象
病
棟
の
拡
大

・ハイリスク分娩管理加
算等の新設

・産休・育休等に係る
常勤要件の緩和

・脳卒中ケアユニット
等の夜間の医師の勤
務体制の緩和

産
科
・
小
児
科
・
救
急
医
療
等
の
重
点
的
な
対
応
が

求
め
ら
れ
る
領
域
に
つ
い
て
評
価
の
充
実
・
拡
大

常
勤
要
件

の
緩
和
の

拡
大
等

・小児入院医療管理料の小児科医の常勤要件を
緩和

診療所における夜間、
早朝等における診療の
評価を新設

二次救急医療機関の
救急外来の評価の新
設、院内トリアージの評
価の新設

紹介状なし
で大病院を
受診する場
合の定額負
担の導入

対
象
病
院

の
拡
大

評
価
の

拡
大
・充
実

中医協 総－２－１
元 ． ５ ． ２ ９
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令和２年度診療報酬改定に向けた議論（１ラウンド）の概要（抜粋）①

①－１ 医療機関内での取組
＜マネジメントについて＞
○ 医療機関内おけるマネジメントに対する取組などやるべきことはやるという前提で、その取組に資する診療報酬の
在り方について検討する必要があるのではないか。

＜働き方改革に伴うコストについて＞
○ 働き⽅改⾰により医療従事者の勤務体系が変わり、⼈件費等の増加が⾒込まれるため、⼊院基本料の在り⽅を検討
する必要があるのではないか。

○ ⼊院基本料の議論を⾏う前に、⾮効率な医療がないか検証する必要があるのではないか。
○ 医師の働き⽅改⾰に取り組むことは、医療を受ける患者・国⺠の医療安全に資するものであり、それを⽀えるため
には一定財源が必要である。

○ 医師の働き方改革に伴って追加的に生じるコストを患者が負担することについては非常に違和感を覚える。
○ ⼤病院の負担軽減を図るべく患者の受療⾏動を変えるために、診療報酬上における⽅策を考える必要があるのでは
ないか。

＜⻭科医師、薬剤師、看護師の働き⽅改⾰について＞
○ ⻭科医師についても、実態を把握した上で対応をとる必要があるのではないか。
○ ⽇本は世界⼀薬剤師を養成しているにもかかわらず病棟では薬剤師が不⾜しているのは構造的な問題が考えられる
のではないか。最大の要因は給与差と考えている。

○ 医療経済実態調査の結果によれば、医療機関の薬剤師の平均給与は薬局の管理薬剤師でない⼀般の薬剤師よりも⾼
く、給与面だけの問題ではないのではないか。

○ 病棟薬剤師の役割は⼤きいが中⼩病院では薬剤師が不⾜している。このような状況も踏まえ、病棟薬剤師の評価や
配置要件について検討する必要があるのではないか。

○ 看護職員の仕事に対する多様性を受け入れる環境をつくるためには、現在の月平均夜勤時間７２時間要件や２人夜
勤体制について、働き方改革の観点から、柔軟なやり方を検討する必要があるのではないか。

○ 患者への安全な医療を提供しつつ、働き⽅改⾰の推進・看護職員の健康管理を適切に⾏う観点から、⽉平均夜勤時
間７２時間要件については、継続していく必要があるのではないか。
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令和２年度診療報酬改定に向けた議論（１ラウンド）の概要（抜粋）②

＜業務の効率化やタスク・シフティング等について＞
○ 薬局から医療機関への問い合わせについては、予め対応⽅針を合意している簡素なもの関しては対応を省⼒化し、
負担軽減を図っていく必要があるのではないか。

○ 看護職員へのタスク・シフティングについて、特定⾏為研修の修了看護師は増加しているが、必ずしも現場で活
用されていない。また、1,860時間の時間外労働を超えているのは大学病院がほとんどであるが、一般の看護職員
が実施可能な静脈注射や採血をしていないというデータもあり、それらの対応について検討する必要があるのでは
ないか。

○ 書類作成、研修の受講、会議への参加等の診療以外の業務負担や事務作業について、ＩＣＴ等も活⽤しながら、
更なる効率化と合理化について検討する必要があるのではないか。

○ 医師事務作業補助体制加算について、中小規模の病院が施設基準を満たしにくいという状況について検討する必
要があるのではないか。

○ 地⽅においては、⺠間の中⼩病院が医療提供体制を⽀えており、実情に即した形の評価ができるかという視点で
検討することも必要ではないか。

＜⼈員等の配置にかかる要件の⾒直しについて＞
○ 専従の医師、看護師等の配置要件については、医療提供の質の確保に配慮しつつ、より弾⼒的な運⽤が可能とな
るような⾒直しについて検討する必要があるのではないか。

○ ⼈員配置の合理化については、医療の質の確保を前提として、項⽬⼀つずつについて慎重に議論を⾏う必要があ
るのではないか。また、労働条件の悪化につながるような緩和は慎重に検討する必要があるのではないか。
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令和２年度診療報酬改定に向けた議論（１ラウンド）の概要（抜粋）③

①－２ 地域全体での取組み（救急・⼩児科・産科領域における取組）

○ ⼗分な⼈員を配置できないものの救急医療を提供する体制を確保している医療機関に対する評価について検討す
る必要があるのではないか。

○ 働き⽅改⾰を実現していく過程において、地域の医療提供体制の効率化もあわせて進めていかなければ、地域医
療が崩壊しかねない。

○ ハイリスク妊産婦指導料の対象について、現⾏、精神疾患の患者に限られているが、産後の適切なフォローは、
⽣活習慣病への移⾏のリスクの観点から重要であることから、妊娠合併症の有病率が⾼い妊婦の糖尿病についても
対象として検討する必要があるのではないか。

○ ハイリスク妊婦が増えている⼀⽅、分娩取扱い機関が減少しており、ハイリスク妊産婦への医療サービス確保に
係る産科医の負担軽減策に加え、産前から育児期まで切れ⽬なく⽀援を継続するためにも、産科外来への助産師の
配置が有効ではないか。

○ 訪問看護の利⽤者で難病や医療的ケア児に該当する⼦どもの割合が増えており、⼩児や重症者への対応⼒が⾼い
訪問看護が十分に地域提供されることが重要ではないか。

○ 働き⽅改⾰の中で産科医の過重労働、⻑時間労働への対応として、助産師の関与は重要であるが、低リスクの妊
娠であっても異常が⽣じれば、産科医の速やかな対応が求められる。院内助産の実施については、地域差が⼤きい
ことから、その要因を明確にし、助産師の供給の面からも検討する必要があるのではないか。
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医療従事者の働き方に係る現状及び課題

○ 2024年４月から、医師について時間外労働の上限規制が適用される。

○ 2024年４月までに、各医療機関は自らの状況を適切に分析し、労働時間短縮に計画的に取り組むことが
必要となる。

○ 令和２年度概算要求では、2040年の医療提供体制の展望を見据えて、地域医療構想の実現に向けた取
組、実効性のある医師偏在対策、医師・医療従事者の働き方改革を三位一体で推進し、総合的な医療提
供体制改革の実施に向けた実効的な施策を講じるための要求を行っている。

○ 診療報酬においては、医療機関における勤務環境改善に資する取組を評価してきた。

【現状及び課題】

【論点】

○ 医療機関における勤務環境改善に資する取組の評価について、令和２年度概算要求等の状況やこれ
までの診療報酬での対応を踏まえ、どのような評価の在り方が考えられるか。
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個別事項（その２）

１．医療従事者の働き方
（１）医師の働き方改革に係るこれまでの経緯
（２）令和２年度概算要求における医師・医療従事者の働き方改革の推

進について
（３）診療報酬上の評価について（再掲）

２．地域の実情を踏まえた対応
（１）医療資源の少ない地域
（２）無医地区等について

26



（１）医療資源の少ない地域
（２）へき地（無医地区等）

27



医療資源の少ない地域に配慮した診療報酬上の評価

改定年度 改定内容

平成24年

○ ⼀般病棟⼊院基本料の届出について、病棟ごとの届出を可能とする

※ 特定機能病院、200床以上の病院、ＤＰＣ対象病院、一般病棟７対１・10対１⼊院基本料を算定している病院を除く

○ １病棟のみの⼩規模な病院について、病棟に応じた評価として特定⼀般病棟⼊院料を新設

○ チームで診療を⾏う栄養サポートチーム加算及び緩和ケア診療加算について、専従要件を緩和した評価を別途新設

平成26年

○ 地域包括ケア病棟⼊院料及び地域包括ケア⼊院医療管理料の要件を緩和した評価を導⼊

○ 特定⼀般病棟⼊院料について、⼀般病棟が１病棟のみの病院を対象に加える

○ チーム医療等に係る評価について、糖尿病透析予防指導管理料や外来緩和ケア管理料等を追加するとともに専従要件等を緩和

平成28年

○ 医療資源の少ない地域に配慮した評価については、利⽤状況が極めて低調であり、その要因として考えられる対象地域に

関する要件を⾒直し

＜対象地域に関する要件＞

 患者の流出率についての要件を緩和し、医療従事者が少ないこと⾃体を要件化※

 ⼆次医療圏の⼀部が離島となっている場合についても対象地域に追加

○ 一般病棟10対１⼊院基本料を算定している保険医療機関を対象に加える

（特定機能病院、200床以上の病院、ＤＰＣ対象病院及び⼀般病棟７対１⼊院基本料を算定している病院を除く）

平成30年

○ 医療資源の少ない地域における加算等の要件の緩和対象について、200床未満の病院に加えて、許可病床400床未満
の病院も対象に追加（特定機能病院、DPC対象病院及び病棟全体で急性期⼀般⼊院料１を算定している病院を除く）

○ 医療機関の病床数を基準としている診療報酬について、当該病床数の基準を２割緩和

＜対象＞

○地域包括ケア⼊院医療管理料１〜４ ○地域包括ケア病棟⼊院料１・３ ○精神疾患診療体制加算

○精神科急性期医師配置加算 ○在宅療養⽀援診療所 ○在宅療養⽀援病院 ○在宅療養後⽅⽀援病院

※要件①かつ②
①人口当たり医師数が下位１/３かつ
人口当たり看護師数が下位１/２
②病院密度が下位15%又は病床密度
が下位15%
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※マーカーの二次医療圏のほか、離島振興法第２条第１項の規
定により離島振興対策実施地域として指定された離島の地域、
奄美群島振興開発特別措置法第１条に規定する奄美群島の地
域、小笠原諸島振興開発特別措置法第４条第１項に規定する小
笠原諸島の地域及び沖縄振興特別措置法第３条第三号に規定
する離島の地域に該当する地域

出典：(株)ウェルネス 二次医療圏データベース

現行の「医療資源の少ない地域」（41医療圏）

○北海道江差町、上ノ国町、厚沢部町、乙部町及び奥尻町の地域

○北海道日高町、平取町、新冠町、浦河町、様似町、えりも町及び新
ひだか町の地域

○北海道留萌市、増毛町、小平町、苫前町、羽幌町、初山別村、遠
別町及び天塩町の地域

○北海道稚内市、猿払村、浜頓別町、中頓別町、枝幸町、豊富町、
礼文町、利尻町、利尻富士町及び幌延町の地域
○北海道根室市、別海町、中標津町、標津町及び羅臼町の地域

○青森県五所川原市、つがる市、鯵ヶ沢町、深浦町、鶴田町及び中
泊町の地域
○青森県むつ市、大間町、東通村、風間浦村及び佐井村の地域
○岩手県花巻市、北上市、遠野市及び西和賀町の地域
○岩手県大船渡市、陸前高田市及び住田町の地域
○岩手県宮古市、山田町、岩泉町及び田野畑村の地域
○岩手県久慈市、普代村、野田村及び洋野町の地域
○岩手県二戸市、軽米町、九戸村及び一戸町の地域
○秋田県北秋田市及び上小阿仁村の地域
○秋田県大仙市、仙北市及び美郷町の地域
○秋田県湯沢市、羽後町及び東成瀬村の地域

○山形県新庄市、金山町、最上町、舟形町、真室川町、大蔵村、鮭
川村及び戸沢村の地域
○福島県下郷町、檜枝岐村、只見町及び南会津町の地域

○東京都大島町、利島村、新島村、神津島村、三宅村、御蔵島村、
八丈町、青ヶ島村及び小笠原村の地域
○新潟県十日町市、魚沼市、南魚沼市、湯沢町及び津南町の地域
○新潟県佐渡市の地域
○石川県輪島市、珠洲市、穴水町及び能登町の地域
○福井県大野市及び勝山市の地域

○山梨県市川三郷町、早川町、身延町、南部町及び富士川町の地
域
○長野県木曽郡の地域
○長野県中野市、飯山市、下高井郡及び下水内郡
○愛知県新城市、設楽町、東栄町及び豊根村の地域
○滋賀県高島市の地域

○奈良県五條市、吉野町、大淀町、下市町、黒滝村、天川村、野迫
川村、十津川村、下北山村、上北山村、川上村及び東吉野村の地域
○島根県雲南市、奥出雲町及び飯南町の地域
○島根県海士町、西ノ島町、知夫村及び隠岐の島町の地域
○香川県小豆郡の地域
○高知県須崎市、中土佐町、檮原町、津野町及び四万十町の地域
○長崎県五島市の地域
○長崎県小値賀町及び新上五島町の地域
○長崎県壱岐市の地域
○長崎県対馬市の地域

○熊本県阿蘇市、南小国町、小国町、産山村、高森町、西原村及び
南阿蘇村の地域
○鹿児島県西之表市及び熊毛郡の地域
○鹿児島県奄美市及び大島郡の地域
○沖縄県宮古島市及び多良間村の地域
○沖縄県石垣市、竹富町及び与那国町の地域

＜⼆次医療圏の要件＞①かつ②
①人口当たり医師数が下位１/３かつ
人口当たり看護師数が下位１/２

②病院密度が下位15%又は病床密度が下位15%
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○ 医療資源の少ない地域（特定地域）においては、入院料の算定、人員配置基準、夜勤の要件、病床数の
要件が一部緩和されている。

医療資源の少ない地域に配慮した診療報酬上の要件緩和

項目名 医療資源の少ない地域に配慮した主な要件緩和等 緩和の対象

Ａ１００ 一般病棟⼊院基本料* 病棟ごとに違う区分の⼊院基本料の算定が可能 ⼊院料の算定

Ａ１０８ 有床診療所⼊院基本料 ⼊院基本料１〜３の施設基準の⼀つとして、医療資源の少ない地域（特定地域）に所在する有床診療所であること （⼊院料の要件）

Ａ２２６－２ 緩和ケア診療加算* 医師・看護師・薬剤師の常勤要件の緩和及び医師・看護師・薬剤師の専従要件等の緩和 人員配置

Ａ２３３－２ 栄養サポートチーム加算* 看護師・薬剤師・管理栄養⼠の常勤要件の緩和及び医師・看護師・薬剤師・管理栄養⼠の専従要件等の緩和 人員配置

Ａ２３６ 褥瘡ハイリスク患者ケア加算* 看護師等の専従要件の緩和 人員配置

Ａ２４６ 入退院支援加算* 看護師・社会福祉士の専従要件の緩和 人員配置

Ａ３０８－３ 地域包括ケア病棟⼊院料

看護職員配置が15対１以上
※１
看護職員の最小必要数の４割以上

※２
が看護師、理学療法⼠等の専従要件の緩和

※１ 特定地域以外では13対１以上 ※２ 特定地域以外では７割以上

許可病床数200床未満に限るとされている基準について、240床未満とする
（地域包括ケア病棟⼊院医療管理料１、２、３及び４、地域包括ケア病棟⼊院料１及び３）

人員配置

病床数

Ａ３１７ 特定⼀般病棟⼊院料
一般病棟が１病棟のみ（DPC対象病院を除く）
看護職員配置が13対１以上又は15対１以上
看護要員１人当たりの月平均夜勤72時間要件なし

人員配置
夜勤の要件

Ａ２４８ 精神疾患診療体制加算 許可病床数80床以上（特定地域以外は許可病床数100床以上） 病床数

A２４９ 精神科急性期医師配置加算 許可病床数80床以上（特定地域以外は許可病床数100床以上） 病床数

在宅療養⽀援診療所 許可病床数240床未満（特定地域以外は許可病床数200床未満） 病床数

在宅療養⽀援病院 許可病床数240床未満（特定地域以外は許可病床数200床未満） 病床数

在宅療養後⽅⽀援病院 許可病床数160床以上（特定地域以外は許可病床数200床以上） 病床数

Ｂ００１ ２４ 外来緩和ケア管理料* 医師・看護師の常勤要件の緩和及び医師・看護師・薬剤師の専従要件等の緩和 人員配置

Ｂ００１ ２７ 糖尿病透析予防指導管理料* 医師・看護師⼜は保健師・管理栄養⼠の専任要件・常勤要件の緩和 人員配置

*医療資源の少ない地域に所在する保険医療機関（特定機能病院、許可病床数が400床以上の病院、DPC対象病院及び急性期⼀般⼊院料１を算定している病院を除く）の
一般病棟が対象。
注）下線部については、平成30年度診療報酬改定にて追加もしくは項⽬名が変更となったもの。 30
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医療資源の少ない地域に配慮した病床数要件の緩和

 医療資源の少ない地域における加算等の要件の緩和対象について、200床未満の病
院に加えて、許可病床数が400床未満の病院※も新たに対象に加える。
※ 特定機能病院、ＤＰＣ対象病院及び病棟全体で急性期一般入院料１を算定している病院を除く。

 医療機関の病床数が一定程度以上又は未満であることを基準としている診療報酬に
ついて、医療資源の少ない地域においては、当該基準の病床数を２割不足又は超過し
ても差し支えないこととする。

［対象］

○ 地域包括ケア入院医療管理料１、２、３及び４ ○ 地域包括ケア病棟入院料１及び３

○ 精神疾患診療体制加算 ○ 精神科急性期医師配置加算

○ 在宅療養支援診療所 ○ 在宅療養支援病院

○ 在宅療養後方支援病院

○ 医療資源の少ない地域については、次のように設定。

① 「人口当たり医師数が下位１/３かつ人口当たり看護師数が下位１/２」かつ「病院密度が下位15％又は病床密度が下位15％」
を満たす二次医療圏 ⇒ 41二次医療圏

② 離島振興法の規定により離島振興対策実施地域として指定された離島の地域、奄美群島振興開発特別措置法に規定する奄
美群島の地域、小笠原諸島振興開発特別措置法に規定する小笠原諸島の地域及び沖縄振興特別措置法に規定する離島の地
域に該当する地域

○ 医療資源の少ない地域に配慮した評価としては、医療従事者が少ないこと等に着目し、緩和ケア診療加算・栄養サポート加算等
の専従要件等を一定程度緩和した上で、それに見合った評価を設定したものや、医療機関が少ないため機能分化が困難であるこ
とに着目し、病棟機能の混合を認めたもの等を設定。

＜参考＞ 医療資源の少ない地域に配慮した評価

平成30年度診療報酬改定 Ⅰ－１．医療機能や患者の状態に応じた入院医療の評価㊹ （４）その他
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○ 算定回数は、増加傾向にあるものの、一部の算定項目については算定されていない。

医療資源の少ない地域に配慮した評価の算定状況

算定項目 点数 Ｈ28件数 Ｈ29件数 H30件数 Ｈ28回数 Ｈ29回数 H30回数

緩和ケア診療加算（特定地域） 200 0 0 0 0 0 0

栄養サポートチーム加算（特定地域） 100 10 20 3 34 42 7

褥瘡ハイリスク患者ケア加算（特定地域） 250 0 1 0 0 1 0

入退院⽀援加算２（特定地域）（⼀般病棟⼊院基本料等の場合） 95 2 5 5 2 5 5

入退院⽀援加算２（特定地域）（療養病棟⼊院基本料等の場合） 318 4 6 0 4 6 0

地域包括ケア病棟⼊院料１〜４（特定地域） 2,371〜1,743 0 0 0 0 0 0

地域包括ケア病棟⼊院料１〜４（⽣活療養）（特定地域） 2,357〜1,729 0 0 22 0 0 562

地域包括ケア⼊院医療管理料１〜４（特定地域） 2,371〜1,743 2 9 0 88 133 0

地域包括ケア⼊院医療管理料１〜４（⽣活療養）（特定地域） 2,357〜1,729 0 0 0 0 0 0

特定⼀般病棟⼊院料１ 1,121 112 124 192 1,861 1,520 2,549

特定⼀般病棟⼊院料２ 960 93 190 119 1,818 3,061 1,680

特定⼀般病棟⼊院料 地域包括ケア⼊院医療管理１〜４ 2,371〜1,743 0 0 0 0 0 0

特定⼀般病棟⼊院料 入院期間加算（14日以内） 450 146 227 237 1,543 1,767 1,879

特定⼀般病棟⼊院料 入院期間加算（15日以上30日以内） 192 72 73 116 809 639 831

特定⼀般病棟⼊院料 重症児（者）受入連携 加算 2,000 0 0 0 0 0 0

特定⼀般病棟⼊院料 救急・在宅等⽀援病床初期 加算 150 84 62 116 872 527 1,156

特定⼀般病棟⼊院料 ⼀般病棟看護必要度評価 加算 5 0 0 91 0 0 1,446

外来緩和ケア管理料（特定地域） 150 0 0 0 0 0 0

糖尿病透析予防指導管理料（特定地域） 175 0 0 0 0 0 0
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○ 都道府県毎の人口10万対医師数について、平成23年から平成29年を比較すると、上位・下位ともに
入れ替わりがみられる。

都道府県毎の人口10万対医師数の変化

出典︓平成29年医療施設調査 33

平成23年
人口10万対
医師数

平成26年
人口10万対
医師数

平成29年
人口10万対

医師数

多 高 知 221.2 高 知 234.8 高 知 259.7

徳 島 201.9 徳 島 215.9 徳 島 229.9

福 岡 199 福 岡 208.7 京 都 215

京 都 197.7 京 都 208.1 石 川 214.3

岡 山 196.8 岡 山 208.1 岡 山 212.9

… … … … … …

新 潟 123.1 岐 阜 134.1 青 森 138.8

静 岡 123 静 岡 131.5 三 重 138.4

三 重 122.3 福 島 131.3 新 潟 136.9

千 葉 121.3 新 潟 129.7 静 岡 134.3

少 埼 玉 108.8 埼 玉 114.8 埼 玉 124.9



○ 都道府県毎の人口10万対看護師数について、平成23年から平成29年までを比較すると、上位に入れ
替わりがみられる。

都道府県毎の人口10万対看護師数の変化

34

平成23年
人口10万対
看護師数

平成26年
人口10万対
看護師数

平成29年
人口10万対
看護師数

多 高 知 910.3 高 知 1010.7 高 知 1099.2

長 崎 790.8 長 崎 863.6 長 崎 924.2

熊 本 778.3 熊 本 852.0 鹿 児 島 918.3

石 川 771.9 鹿 児 島 837.1 熊 本 892.4

鹿 児 島 768.3 石 川 831.0 佐 賀 887.8

… … … … … …

愛 知 453.3 愛 知 498.8 愛 知 525.5

茨 城 424.8 茨 城 470.7 茨 城 503.8

神 奈 川 400.7 神 奈 川 447.9 千 葉 482.9

千 葉 385.5 千 葉 439.8 神 奈 川 471.2

少 埼 玉 348.0 埼 玉 387.9 埼 玉 427.6

出典︓平成23年及び平成26年病院報告、平成29年医療施設調査、各年人口推計



人口段階別市区町村の変動（2015→2040）【H30推計】

35

人口増減率（2015年→2040年）

増加 ±０～▲１０％ ～▲２０％ ～▲３０％ ～▲４０％ ～▲５０％

１００万人
以上

さいたま市、川崎市、
福岡市
（3団体）

札幌市、横浜市、名古屋市、京都市、大
阪市、広島市
（6団体）

仙台市、神戸市
（2団体）

５０～
１００万人

川口市、大田区、世
田谷区、杉並区、板
橋区、練馬区
（6団体）

宇都宮市、千葉市、船橋市、江戸川区、
相模原市、浜松市、岡山市、熊本市
（8団体）

足立区、八王子市、新潟市、静岡市、堺市、
東大阪市、姫路市、松山市、北九州市、鹿
児島市
（10団体）

２０～
５０万人

つくば市、越谷市、柏
市、港区、新宿区、文
京区、墨田区、江東
区、品川区、目黒区、
渋谷区、豊島区、荒
川区、調布市、西東
京市、藤沢市、岡崎
市
（17団体）

水戸市、高崎市、伊勢崎市、太田市、川
越市、上尾市、草加市、市川市、松戸市、
中野区、北区、葛飾区、府中市、町田市、
茅ヶ崎市、大和市、金沢市、福井市、松
本市、一宮市、豊田市、四日市市、大津
市、豊中市、吹田市、茨木市、明石市、西
宮市、倉敷市、福山市、高松市、久留米
市、佐賀市、大分市、宮崎市、那覇市
（36団体）

盛岡市、山形市、前橋市、所沢市、平塚市、
厚木市、長岡市、富山市、長野市、岐阜市、
豊橋市、春日井市、津市、高槻市、枚方市、
八尾市、尼崎市、加古川市、宝塚市、奈良
市、和歌山市、松江市、徳島市、高知市、
佐世保市
（25団体）

旭川市、青森市、八戸市、秋田市、春日部市、市原市、横須賀市、
富士市、寝屋川市、呉市、下関市、長崎市
（12団体）

函館市
(1団体）

１０～
２０万人

戸田市、朝霞市、三
郷市、ふじみ野市、木
更津市、流山市、浦
安市、中央区、台東
区、三鷹市、小金井
市、日野市、刈谷市、
安城市、東海市、草
津市、浦添市、沖縄
市、うるま市
(19団体)

帯広市、小山市、新座市、富士見市、成
田市、習志野市、八千代市、鎌ケ谷市、
立川市、武蔵野市、小平市、東村山市、
国分寺市、東久留米市、伊勢原市、海老
名市、藤枝市、豊川市、西尾市、小牧市、
稲沢市、桑名市、彦根市、和泉市、箕面
市、米子市、出雲市、東広島市、廿日市
市、山口市、防府市、丸亀市、筑紫野市、
春日市
（34団体）

苫小牧市、大崎市、土浦市、古河市、ひた
ちなか市、佐野市、那須塩原市、熊谷市、
鴻巣市、深谷市、入間市、久喜市、坂戸市、
野田市、佐倉市、我孫子市、青梅市、昭島
市、多摩市、鎌倉市、小田原市、秦野市、
座間市、高岡市、小松市、白山市、甲府市、
上田市、大垣市、多治見市、各務原市、三
島市、富士宮市、磐田市、掛川市、半田市、
伊勢市、松阪市、鈴鹿市、長浜市、東近江
市、岸和田市、池田市、泉佐野市、伊丹市、
川西市、三田市、橿原市、生駒市、鳥取市、
津山市、宇部市、新居浜市、飯塚市、諫早
市、別府市、都城市、鹿屋市、霧島市
（59団体）

釧路市、北見市、江別市、弘前市、一関市、奥州市、酒田市、取
手市、筑西市、足利市、栃木市、加須市、狭山市、上越市、飯田
市、沼津市、焼津市、瀬戸市、宇治市、守口市、松原市、大東市、
羽曳野市、尾道市、岩国市、周南市、西条市、大牟田市、唐津市、
八代市、延岡市
（31団体）

石巻市、鶴岡市、日立市、桐生市、
富田林市、河内長野市、門真市、今治市
（8団体）

小樽市
(1団体）

３～
１０万人

名取市、富谷市、利
府町、守谷市、つくば
みらい市、志木市、吉
川市、伊奈町、印西
市、千代田区、狛江
市、稲城市、野々市
市、瑞穂市、常滑市、
大府市、知立市、高
浜市、日進市、長久
手市、幸田町、守山
市、栗東市、京田辺
市、木津川市、藍住
町、大野城市、福津
市、志免町、新宮町、
粕屋町、鳥栖市、合
志市、大津町、菊陽
町、宜野湾市、名護
市、豊見城市、南城
市、読谷村、南風原
町
（41団体）

千歳市、恵庭市、滝沢市、東根市、牛久
市、鹿嶋市、さくら市、下野市、壬生町、
東松山市、蕨市、和光市、八潮市、白岡
市、四街道市、袖ケ浦市、白井市、国立
市、東大和市、清瀬市、武蔵村山市、綾
瀬市、能美市、津幡町、鯖江市、甲斐市、
美濃加茂市、可児市、袋井市、菊川市、
長泉町、岩倉市、清須市、北名古屋市、
みよし市、東郷町、扶桑町、大治町、蟹江
町、いなべ市、菰野町、野洲市、長岡京
市、精華町、芦屋市、加東市、播磨町、香
芝市、葛城市、広陵町、岩出市、総社市、
府中町、下松市、筑後市、宗像市、太宰
府市、古賀市、那珂川町、篠栗町、大村
市、石垣市、糸満市
（63団体）

音更町、北上市、岩沼市、東松島市、柴田
町、天童市、那珂市、神栖市、東海村、阿
見町、上三川町、みどり市、大泉町、本庄
市、桶川市、蓮田市、鶴ヶ島市、三芳町、上
里町、宮代町、東金市、あきる野市、瑞穂
町、逗子市、葉山町、寒川町、黒部市、砺
波市、射水市、かほく市、敦賀市、坂井市、
南アルプス市、笛吹市、中央市、諏訪市、
駒ヶ根市、茅野市、塩尻市、佐久市、東御
市、安曇野市、中津川市、羽島市、島田市、
御殿場市、裾野市、湖西市、清水町、碧南
市、蒲郡市、犬山市、江南市、知多市、尾
張旭市、豊明市、田原市、弥富市、あま市、
東浦町、武豊町、亀山市、近江八幡市、甲
賀市、湖南市、福知山市、向日市、貝塚市、
摂津市、藤井寺市、大阪狭山市、小野市、
稲美町、太子町、田原本町、瀬戸内市、赤
磐市、善通寺市、東温市、松前町、香南市、
直方市、行橋市、小郡市、糸島市、宇美町、
岡垣町、武雄市、小城市、神埼市、長与町、
宇土市、益城町、中津市、由布市、姶良市、
宮古島市、西原町
（98団体）

網走市、伊達市、北広島市、石狩市、十和田市、三沢市、むつ市、
花巻市、久慈市、紫波町、塩竈市、角田市、多賀城市、登米市、
亘理町、米沢市、寒河江市、南陽市、石岡市、結城市、龍ケ崎市、
下妻市、常総市、笠間市、坂東市、かすみがうら市、鉾田市、小美
玉市、茨城町、鹿沼市、真岡市、大田原市、館林市、藤岡市、富
岡市、安中市、玉村町、行田市、秩父市、飯能市、羽生市、北本
市、幸手市、日高市、杉戸町、松伏町、館山市、茂原市、旭市、鴨
川市、君津市、八街市、富里市、大網白里市、羽村市、南足柄市、
大磯町、三条市、新発田市、見附市、燕市、阿賀野市、南魚沼市、
胎内市、魚津市、滑川市、小矢部市、七尾市、越前市、富士吉田
市、山梨市、北杜市、須坂市、小諸市、伊那市、中野市、千曲市、
高山市、関市、瑞浪市、恵那市、土岐市、本巣市、郡上市、伊豆
の国市、函南町、津島市、愛西市、名張市、高島市、米原市、亀
岡市、八幡市、泉大津市、高石市、泉南市、四條畷市、交野市、
熊取町、相生市、豊岡市、赤穂市、西脇市、高砂市、加西市、篠
山市、丹波市、たつの市、猪名川町、大和郡山市、天理市、桜井
市、橋本市、田辺市、紀の川市、倉吉市、境港市、浜田市、益田
市、真庭市、浅口市、三原市、三次市、光市、山陽小野田市、鳴
門市、小松島市、阿南市、坂出市、三豊市、伊予市、四国中央市、
南国市、四万十市、田川市、苅田町、伊万里市、島原市、荒尾市、
玉名市、山鹿市、菊池市、宇城市、宇佐市、小林市、日向市、出
水市、薩摩川内市、日置市、志布志市
（150団体）

室蘭市、岩見沢市、滝川市、登別市、北斗市、黒石市、
五所川原市、平川市、宮古市、大船渡市、釜石市、白
石市、栗原市、横手市、大館市、鹿角市、由利本荘市、
潟上市、大仙市、新庄市、上山市、常陸太田市、北茨
城市、常陸大宮市、稲敷市、桜川市、行方市、日光市、
矢板市、沼田市、渋川市、毛呂山町、小川町、寄居町、
富津市、匝瑳市、香取市、山武市、いすみ市、福生市、
三浦市、愛川町、柏崎市、小千谷市、十日町市、村上
市、糸魚川市、妙高市、五泉市、魚沼市、氷見市、南
砺市、加賀市、大野市、都留市、韮崎市、甲州市、岡
谷市、下呂市、熱海市、伊東市、御前崎市、牧之原市、
新城市、伊賀市、舞鶴市、綾部市、城陽市、京丹後市、
南丹市、柏原市、阪南市、洲本市、三木市、南あわじ
市、朝来市、淡路市、大和高田市、海南市、大田市、
安来市、雲南市、玉野市、笠岡市、井原市、高梁市、
備前市、府中市、庄原市、柳井市、吉野川市、阿波市、
美馬市、観音寺市、さぬき市、大洲市、西予市、柳川
市、八女市、大川市、中間市、朝倉市、みやま市、雲
仙市、人吉市、天草市、日田市、佐伯市、臼杵市、杵
築市、豊後大野市、日南市、西都市、指宿市、曽於市、
奄美市、南九州市
（117団体）

稚内市、つがる
市、気仙沼市、
能代市、湯沢市、
北秋田市、銚子
市、南房総市、
佐渡市、海津市、
伊豆市、志摩市、
宍粟市、五條市、
宇陀市、新見市、
萩市、長門市、
東かがわ市、宇
和島市、八幡浜
市、嘉麻市、平
戸市、対馬市、
五島市、南島原
市、南さつま市
（27団体）

※下線（赤文字）は2040年の人口が下位の人口区分へ変動する団体。枠囲み（緑文字）は2040年の人口が上位の人口区分へ
変動する団体。

※太枠は各人口段階において団体数が最も多い人口増減率のカテゴリー

※ 国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口（Ｈ30．３）」から作成
※ 地域別将来推計人口では福島県内市町村は推計がないため、市区町村数の合計は1,682としている。

※人口は2015年時点

総務省自治体戦略２０４０構想研究会

第一次・第二次報告の概要（抜粋）
参考



人口増減率（2015年→2040年）

増加
±０～
▲１０％

～▲２０％ ～▲３０％ ～▲４０％ ～▲５０％ ～▲６０％ ～▲７０％ ▲７０％～

１～３
万人

吉岡町、滑
川町、開成
町、御代田
町、南箕輪
村、豊山町、
大口町、阿
久比町、朝
日町、川越
町、愛荘町、
北島町、宇
多津町、須
恵町、恩納
村、金武町、
北谷町、北
中城村、中
城村、与那
原町、八重
瀬町
（21団体）

東神楽町、矢
巾町、大和町、
一宮町、聖籠
町、内灘町、
昭和町、岐南
町、北方町、
玉城町、福崎
町、三郷町、
早島町、里庄
町、勝央町、
坂町、松茂町、
筑前町、吉
野ヶ里町、三
股町、嘉手納
町
（21団体）

幕別町、中標津町、
六戸町、おいらせ
町、大河原町、高
根沢町、榛東村、
明和町、千代田町、
長生村、日の出町、
大井町、富士河口
湖町、軽井沢町、
高森町、笠松町、
大野町、池田町、
吉田町、明和町、
大山崎町、島本町、
忠岡町、王寺町、
有田川町、上富田
町、湯梨浜町、海
田町、石井町、多
度津町、遠賀町、
大刀洗町、大木町、
広川町、基山町、
時津町、波佐見町、
佐々町、日出町、
本部町
（40団体）

七飯町、倶知安町、芽室町、別海
町、六ヶ所村、階上町、金ケ崎町、
村田町、七ヶ浜町、山辺町、八千
代町、境町、益子町、市貝町、野
木町、甘楽町、板倉町、邑楽町、
嵐山町、美里町、酒々井町、横芝
光町、二宮町、立山町、小浜市、
勝山市、あわら市、永平寺町、高
浜町、若狭町、富士見町、箕輪町、
松川町、小布施町、垂井町、神戸
町、安八町、川辺町、御嵩町、森
町、東員町、多気町、日野町、竜
王町、久御山町、太子町、河南町、
斑鳩町、御坊市、白浜町、北栄町、
南部町、伯耆町、矢掛町、鏡野町、
大竹市、安芸高田市、熊野町、北
広島町、田布施町、平生町、東み
よし町、三木町、綾川町、まんの
う町、砥部町、香美市、豊前市、
宮若市、水巻町、桂川町、鹿島市、
嬉野市、みやき町、有田町、川棚
町、阿蘇市、長洲町、南阿蘇村、
御船町、甲佐町、錦町、豊後高田
市、高鍋町、新富町、門川町、屋
久島町
（87団体）

名寄市、富良野市、長沼町、栗山町、美瑛町、上富
良野町、美幌町、斜里町、遠軽町、釧路町、藤崎町、
鶴田町、野辺地町、東北町、五戸町、南部町、遠野
市、陸前高田市、二戸市、雫石町、大槌町、蔵王町、
山元町、松島町、加美町、涌谷町、美里町、美郷町、
村山市、長井市、中山町、河北町、高畠町、白鷹町、
庄内町、高萩市、潮来市、城里町、那須烏山市、芳
賀町、那須町、中之条町、越生町、川島町、吉見町、
鳩山町、神川町、栄町、東庄町、松田町、箱根町、
湯河原町、加茂市、田上町、津南町、上市町、入善
町、羽咋市、中能登町、南越前町、越前町、富士川
町、大町市、佐久穂町、下諏訪町、辰野町、木曽町、
坂城町、飯綱町、美濃市、山県市、飛騨市、養老町、
小山町、美浜町、紀宝町、与謝野町、養父市、市川
町、神河町、新温泉町、平群町、河合町、大淀町、
有田市、新宮市、かつらぎ町、みなべ町、岩美町、
八頭町、琴浦町、大山町、江津市、邑南町、隠岐の
島町、美作市、和気町、美咲町、吉備中央町、世羅
町、美祢市、板野町、上板町、土庄町、内子町、安
芸市、土佐市、宿毛市、佐川町、四万十町、うきは
市、鞍手町、福智町、みやこ町、築上町、多久市、
白石町、松浦市、壱岐市、西海市、水俣市、氷川町、
あさぎり町、玖珠町、国富町、川南町、都農町、高
千穂町、枕崎市、西之表市、いちき串木野市、さつ
ま町、長島町、徳之島町
（134団体）

留萌市、紋別市、士別市、根室市、砂川市、深川市、当別町、
八雲町、岩内町、余市町、白老町、日高町、浦河町、新ひだ
か町、平内町、板柳町、七戸町、三戸町、八幡平市、岩手町、
山田町、洋野町、一戸町、丸森町、南三陸町、にかほ市、仙
北市、三種町、羽後町、尾花沢市、川西町、遊佐町、大洗町、
大子町、美浦村、利根町、塩谷町、那珂川町、東吾妻町、み
なかみ町、ときがわ町、皆野町、小鹿野町、勝浦市、多古町、
九十九里町、白子町、山北町、輪島市、志賀町、宝達志水町、
大月市、上野原市、市川三郷町、飯山市、山ノ内町、揖斐川
町、八百津町、下田市、南知多町、鳥羽市、熊野市、紀北町、
宮津市、京丹波町、豊能町、能勢町、岬町、多可町、上郡町、
佐用町、香美町、御所市、上牧町、湯浅町、那智勝浦町、串
本町、奥出雲町、竹原市、江田島市、三好市、小豆島町、鬼
北町、愛南町、須崎市、土佐清水市、いの町、黒潮町、芦屋
町、香春町、川崎町、上天草市、美里町、和水町、山都町、
芦北町、津久見市、竹田市、国東市、串間市、えびの市、阿
久根市、垂水市、伊佐市、湧水町、大崎町、肝付町
（107団体）

美唄市、芦別市、赤平市、森町、鰺ヶ沢町、
中泊町、男鹿市、茂木町、阿賀町、朝日
町、珠洲市、能登町、身延町、東伊豆町、
尾鷲市、周防大島町、室戸市、新上五島
町
（18団体）

南伊勢町
（1団体）

１万人
未満

御蔵島村、
川北町、日
吉津村、久
山町、宜野
座村
（5団体）

ニセコ町、舟
橋村、忍野村、
山形村、豊郷
町、田尻町、
日高町、上峰
町、江北町、
嘉島町、今帰
仁村、竹富町
（12団体）

東川町、鹿追町、
中札内村、更別村、
小笠原村、刈羽村、
鳴沢村、川上村、
原村、宮田村、松
川村、輪之内町、
富加町、和木町、
西原村、綾町、龍
郷町、渡嘉敷村、
南大東村、北大東
村、与那国町
（21団体）

鷹栖町、西興部村、厚真町、新冠
町、士幌町、清水町、大樹町、鶴
居村、大衡村、色麻町、三川町、
嬬恋村、高山村、川場村、昭和村、
睦沢町、新島村、清川村、弥彦村、
湯沢町、西桂町、山中湖村、中川
村、下條村、豊丘村、池田町、白
馬村、高山村、坂祝町、白川村、
飛島村、宇治田原町、川西町、海
士町、西粟倉村、芸西村、吉富町、
上毛町、玉東町、木城町、十島村、
喜界町、天城町、和泊町、与論町、
大宜味村、東村、座間味村、粟国
村、伊平屋村、伊是名村
（51団体）

新篠津村、鹿部町、今金町、黒松内町、真狩村、留
寿都村、共和町、泊村、仁木町、月形町、新十津川
町、当麻町、中富良野町、南富良野町、猿払村、幌
延町、小清水町、訓子府町、大空町、豊浦町、壮瞥
町、安平町、上士幌町、新得町、浜中町、標茶町、
標津町、田舎館村、横浜町、東通村、平泉町、川崎
町、大郷町、大潟村、大江町、金山町、五霞町、横
瀬町、長瀞町、神崎町、芝山町、長柄町、御宿町、
大島町、利島村、神津島村、三宅村、青ヶ島村、中
井町、出雲崎町、粟島浦村、美浜町、おおい町、道
志村、南牧村、立科町、青木村、飯島町、阿智村、
平谷村、売木村、泰阜村、喬木村、木祖村、大桑村、
麻績村、生坂村、朝日村、木島平村、南伊豆町、松
崎町、木曽岬町、度会町、御浜町、甲良町、多賀町、
井手町、安堵町、高取町、明日香村、広川町、美浜
町、印南町、日高川町、太地町、三朝町、吉賀町、
西ノ島町、新庄村、奈義町、久米南町、直島町、琴
平町、北川村、本山町、土佐町、檮原町、糸田町、
大任町、赤村、玄海町、大町町、東彼杵町、南関町、
南小国町、産山村、高森町、水上村、九重町、高原
町、東串良町、中種子町、宇検村、瀬戸内町、伊仙
町、知名町、国頭村、伊江村、久米島町、多良間村
（120団体）

知内町、長万部町、江差町、厚沢部町、寿都町、蘭越町、喜
茂別町、京極町、赤井川村、南幌町、奈井江町、由仁町、浦
臼町、秩父別町、雨竜町、北竜町、比布町、和寒町、剣淵町、
下川町、美深町、小平町、羽幌町、遠別町、天塩町、浜頓別
町、枝幸町、豊富町、清里町、置戸町、佐呂間町、湧別町、
興部町、雄武町、洞爺湖町、平取町、えりも町、広尾町、池田
町、豊頃町、本別町、足寄町、陸別町、浦幌町、厚岸町、弟
子屈町、羅臼町、蓬田村、西目屋村、大間町、田子町、新郷
村、住田町、岩泉町、田野畑村、普代村、軽米町、野田村、
九戸村、女川町、五城目町、八郎潟町、井川町、東成瀬村、
西川町、朝日町、大石田町、最上町、舟形町、大蔵村、戸沢
村、飯豊町、河内町、長野原町、草津町、片品村、東秩父村、
長南町、大多喜町、鋸南町、八丈町、真鶴町、関川村、池田
町、小海町、南相木村、北相木村、長和町、阿南町、上松町、
南木曽町、王滝村、筑北村、小谷村、野沢温泉村、信濃町、
小川村、栄村、関ケ原町、七宗町、東白川村、河津町、川根
本町、設楽町、東栄町、大台町、大紀町、山添村、三宅町、
古座川町、北山村、智頭町、江府町、飯南町、川本町、美郷
町、津和野町、知夫村、安芸太田町、大崎上島町、神石高原
町、勝浦町、佐那河内村、美波町、上島町、松野町、奈半利
町、田野町、中土佐町、越知町、日高村、津野町、三原村、
小竹町、東峰村、添田町、太良町、小国町、津奈木町、多良
木町、湯前町、相良村、山江村、苓北町、西米良村、三島村、
南種子町、大和村、渡名喜村
（149団体）

三笠市、上ノ国町、乙部町、奥尻町、せた
な町、島牧村、神恵内村、古平町、妹背牛
町、沼田町、愛別町、上川町、占冠村、音
威子府村、中川町、幌加内町、増毛町、
苫前町、初山別村、中頓別町、礼文町、
利尻町、利尻富士町、津別町、滝上町、む
かわ町、様似町、白糠町、外ヶ浜町、深浦
町、大鰐町、風間浦村、佐井村、葛巻町、
西和賀町、七ヶ宿町、小坂町、上小阿仁
村、藤里町、八峰町、真室川町、鮭川村、
小国町、上野村、下仁田町、檜原村、奥
多摩町、穴水町、早川町、南部町、小菅
村、根羽村、大鹿村、白川町、西伊豆町、
豊根村、笠置町、和束町、南山城村、伊
根町、千早赤阪村、曽爾村、吉野町、十
津川村、下北山村、紀美野町、九度山町、
高野町、由良町、すさみ町、若桜町、日南
町、日野町、阿武町、上勝町、神山町、那
賀町、牟岐町、海陽町、つるぎ町、久万高
原町、伊方町、東洋町、安田町、馬路村、
大川村、仁淀川町、大月町、小値賀町、
五木村、球磨村、姫島村、諸塚村、椎葉
村、美郷町、日之影町、五ヶ瀬町、錦江町、
南大隅町
（99団体）

夕張市、
歌志内市、
松前町、
福島町、
木古内町、
積丹町、
上砂川町、
今別町、
神流町、
南牧村、
丹波山村、
天龍村、
御杖村、
下市町、
黒滝村、
天川村、
野迫川村、
上北山村、
東吉野村、
上関町、
大豊町
（21団体）

川上村
（１団体）

人口段階別市区町村の変動（2015→2040）【H30推計】

※下線（赤文字）は2040年の人口が下位の人口区分へ変動する団体。枠囲み（緑文字）は2040年の人口が上位の人口区分へ
変動する団体。

※太枠は各人口段階において団体数が最も多い人口増減率のカテゴリー

※ 国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口（Ｈ30．３）」から作成
※ 地域別将来推計人口では福島県内市町村は推計がないため、市区町村数の合計は1,682としている。

※人口は2015年時点

総務省自治体戦略２０４０構想研究会

第一次・第二次報告の概要（抜粋）
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参考



（１）医療資源の少ない地域
（２）へき地（無医地区等）

37



へき地保健医療対策における「へき地」とは

交通条件及び自然的、経済的、社会的条件に恵まれない山間地、離
島その他の地域のうち医療の確保が困難であって、「無医地区」及び「無
医地区に準じる地区」の要件に該当する地域
※ 「無医地区」及び「無医地区に準じる地区」を擁する都道府県は、千葉県、東京都、神奈川県、

大阪府を除く４３府県

38

○ 無医地区
医療機関のない地域で、当該地域の中心的な場所を起点として概ね半径４Kmの区

域内に人口50人以上が居住している地域であって、かつ、容易に医療機関を利用する
ことができない地区

○ 準無医地区
無医地区には該当しないが、無医地区に準じ医療の確保が必要な地区と各都道府

県知事が判断し、厚生労働大臣に協議し適当と認めた地区

無医地区・準無医地区



区 分

無医地区

準無医地区

合 計

H21.10現在
（Ａ）

７０５

３７１

１，０７６

H26.10現在
（Ｂ）

６３７

４２０

１，０５７

増減
（Ｂ－Ａ）

△６８

４９

△１９
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関係市町村

専任担当官
へき地医療⽀援機構

へき地医療拠点病院
等

316施設（H30.1.1現在）

地域住⺠

総合調整、企画⽴案 へき地勤務医のキャリア形成支援

代診医等の派遣調整

巡回診療の実施

へき地勤務医等

代診派遣、キャリア形
成支援を調整・実施

へき地勤務医の支援
等について協議

市町村等と協⼒して
啓発活動を実施。

代診医等派遣

研修事業

総合的な診療能⼒を
有する医師の育成

へき地医療に関す
る経験をもつ医師

遠隔医療による診療⽀援

入院患者の受入

へき地診療所 等
1,132施設（H30.1.1現在）

高校生や医学生向けの啓発等

診療報酬（DPC）
上の加算（H22〜）

無医地区等

へき地住⺠に対する基礎的な医療の提供

へき地保健指導所

保健指導等の実施

支援 連携

支援 連携

⾏政機関等による
へき地医療の⽀援

へき地の
診療を⽀援

へき地における
診療

○へき地（無医地区等）における医療の確保を図るため、へき地に対する⽀援事業の企画、調整及び医師派遣を実施する
へき地医療⽀援機構、へき地における医療の提供等を⾏うへき地医療拠点病院及びへき地診療所の運営等に対する補助
を⾏う。

巡回診療の実施

患者輸送の実施

患
者
輸
送
の
実
施

最寄りの医療機関（患者輸送⾞・艇）
⾼度専⾨医療機関（患者輸送航空機）

へき地保健医療対策の概要
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へき地医療拠点病院等であることが要件に含まれる主な診療報酬項目

○ 一部の報酬項目において、へき地医療拠点病院等の指定を受けていることを要件としている。

報酬項目 へき地に係る要件

医師事務作業補助体制加算２
20 対１、25 対１、30 対１及び40 対１補助体制加算

「災害時における医療体制の充実強化について」（平成24 年３月21 日医政発0321 第２号）に規定する災害拠
点病院、「へき地保健医療対策事業について」（平成13 年５月16 日医政発第529 号）に規定するへき地医療拠
点病院又は地域医療支援病院の指定を受けていること。

遠隔画像診断

受信側（画像診断が行われる病院である保険医療機関）においては以下の基準を全て満たすこと。ただし、歯
科診療に係る画像診断については、歯科画像診断管理加算の要件を満たしていれば足りるものであること。
ア 画像診断管理加算１、２又は３に関する施設基準を満たすこと。

イ 特定機能病院、臨床研修指定病院、へき地医療拠点病院、へき地中核病院又はへき地医療支援病院であ
ること。

医科点数表第２章第９部処置の通則の５並びに歯科
点数表第２章第８部処置の通則の６に掲げる処置の
休日加算１、時間外加算１及び深夜加算１の施設基
準

「災害時における医療体制の充実強化について」（平成24 年３月31 日医政地発0331 第３号）に規定する災害
拠点病院、「へき地保健医療対策事業について」（平成13 年５月16 日医政発第529 号）に規定するへき地医療
拠点病院又は地域医療支援病院の指定を受けていること。

保険医療機関間の連携による病理診断に関する施
設基準

標本等の受取又は受信側（病理標本等の観察及び評価が行われる保険医療機関）においては、次に掲げる基
準を全て満たしていること。
ア 病理診断管理加算又は口腔病理診断管理加算の届出を行っている施設であること。

イ 特定機能病院、臨床研修指定病院、へき地医療拠点病院、へき地中核病院、へき地医療支援病院又は病
理診断科を標榜する医療機関であること。

ウ イに掲げる医療機関のうち、特定機能病院、臨床研修指定病院、へき地医療拠点病院、へき地中核病院、
へき地医療支援病院以外の医療機関であって、病理診断科を標榜する医療機関における病理診断に当たって
は、同一の病理組織標本等について、病理診断を専ら担当する複数の常勤の医師又は常勤の歯科医師が観
察を行い、診断を行う体制が整備されていること。なお、診断に当たる医師又は歯科医師のうち少なくとも１名
以上は、病理診断の経験を７年以上有していること。

エ 病理標本が送付される場合においては、受取側の保険医療機関に送付される病理標本について、別添２
の様式79 の２に定める計算式により算出した数値が100 分の80 以下であること。

オ デジタル病理画像の観察及び評価を行う場合は、デジタル病理画像による病理診断の施設基準に係る届
出を行っていること。

保険医療機関間の連携におけるデジタル病理画像に
よる術中迅速病理組織標本作製に関する施設基準

受信側（病理診断が行われる保険医療機関）においては、病理診断を専ら担当する常勤の医師又は歯科医師
が勤務する特定機能病院、臨床研修指定病院、へき地医療拠点病院、へき地中核病院又はへき地医療支援
病院であること。

中医協 総－1（改）

元 ． ７ ． １ ０
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医療資源の少ない地域及びへき地に配慮した項目の整理

○ 医療資源の少ない地域に配慮した要件とへき地に配慮した要件が分けて設定されている。

（注） へき地が存在している地域であるが、医療資源の少ない地域ではない地域もあれば、医療資源の少ない地域であるが、へき地が存在しない
地域もある。また、医療資源の少ない地域であって、へき地が存在している地域もある。

医療資源の少ない地域 へき地医療拠点病院等

○ 緩和ケア診療加算等の人員配置の緩和
○ 地域包括ケア病棟入院料１・３の病床数
要件の緩和

○ ICTを用いたカンファレンスの要件緩和
等

対象 対象外

〇 遠隔画像診断
〇 保険医療機関間の連携による病理診断に
関する施設基準

等

対象外 対象

１ラウンド（７月10日総会）での主な意見
○ 医療資源の少ない地域に配慮した評価について、算定がされていない原因を分析する必要があるのではないか。
○ へき地については、医療資源も限られており、その他の地域と一律に扱うのは困難な場合もあるのではないか。
○ ICTの活用は、医療資源の少ないところでこそ生かせるのではないか。
○ 遠隔画像診断のようなICTを利活用するに当たっては、へき地とそれ以外で丁寧に要件を設定することが必要ではないか。
○ 医療資源の少ない地域やへき地については、ICTの活用を含め、どのように医療を提供していけるのかということを検討す

る必要があるのではないか。



地域の実情を踏まえた対応に関する課題と論点（案）

【医療資源の少ない地域】

• 医療資源の少ない地域については、人口当たりの医師・看護師数や病院密度が低い地域が対象となっており、41二次医療圏
と離島を含む二次医療圏が対象となっている。

• 医療資源の少ない地域に配慮し、入院基本料の算定、人員配置、夜勤の要件が緩和の対象となっている。

• 都道府県毎の人口10万対医師数、看護師数については、平成23年から平成29年までを比較すると上位や下位に入れ替わりが
見られる。

【へき地】

• 平成26年10月１日時点で、無医地区が637地区、準無医地区が420地区存在する。

• 一部の報酬項目において、へき地医療拠点病院等の指定を受けていることを要件としているものがある。

• 医療資源の少ない地域に配慮した要件とへき地に配慮した要件が分けて設定されている。

○ 医療資源の少ない地域について、人口当たり医師数等に基づいて設定している。人口当たり医師数等が経年で変化して
いることを踏まえ、シミュレーションを行うに当たっては直近の統計に基づいて行うこととしてはどうか。

○ 医療資源の少ない地域に配慮した要件とへき地に配慮した要件について、異なる診療報酬項目の要件となっているが、
それぞれの要件の趣旨・目的等を踏まえ、それぞれが要件となっている診療報酬について、見直すこととしてはどうか。

【論点（案）】

【課題】
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参考
（医療従事者の働き⽅）
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医師の働き方改革に関する検討会 報告書の概要

 医師の働き方改革に関する検討会（座長：岩村正彦東京大学大学院法学政治学研究科教授）において、医師の時間外
労働規制の具体的な在り方、労働時間の短縮策等についてとりまとめを行った（平成31年３月28日）。

１．医師の働き方改革に当たっての基本的な考え方

２．働き方改革の議論を契機とした、今後目指していく医療提供の姿

医師の働き方改革を進める基本認識

 我が国の医療は、医師の自己犠牲的な長時間労働により支えら

れており危機的な状況。昼夜を問わず患者への対応を求められ

うる仕事で、他職種と比較しても抜きん出た長時間労働の実態。

 健康への影響や過労死の懸念、仕事と生活の調和への関心の高

まり、女性医師割合の上昇等も踏まえ、改革を進める必要。

 医師の長時間労働の背景には、個々の医療機関における業務・

組織のマネジメントの課題のみならず、医師の需給や偏在、医

師の養成のあり方、地域医療提供体制における機能分化・連携

が不十分な地域の存在、国民の医療のかかり方等の様々な課題

が存在。これらに関連する各施策と医師の働き方改革が総合的

に進められるべきであり、規制内容を遵守できる条件整備の観

点からも推進する必要。

医師の診療業務の特殊性

（応召義務について）

 医療機関としては労働基準法等の関係法令を遵守

した上で医師等が適切に業務遂行できる体制・環

境整備を行う必要。応召義務を理由に、違法な診

療指示等に従うなど、際限のない長時間労働を求

められていると解することは正当ではない。

（医師の診療業務の特殊性）
 公共性（国民の生命を守るものであり、国民の求める日常的な

アクセス、質等の確保が必要）

 不確実性（疾病発生が予見不可能である等）

 高度の専門性（業務独占、養成に約10年要する）

 技術革新と水準向上（新しい診断・治療法の追求と活用・
普及の両方が必要）

 労働時間管理の適正化が必要。その際、宿日直許可基準

における夜間に従事する業務の例示等の現代化、医師の

研鑽の労働時間の取扱いについての考え方等を示す必要。

 医師の労働時間短縮のために、医療機関のマネジメント

改革（意識改革、チーム医療の推進（特定行為研修制度

のパッケージ化等）、ＩＣＴ等による効率化）、地域医

療提供体制における機能分化・連携や医師偏在対策の推

進、上手な医療のかかり方の周知を全体として徹底して

取り組んでいく必要。また、働き方と保育環境等の面か

ら、医師が働きやすい勤務環境の整備が重要。

 個々の医療機関に対するノウハウ提供も含めた実効的な

支援策、第三者の立場からの助言等が重要。

 上手な医療のかかり方を広めるための懇談会でとりまと

めた方策を国が速やかに具体的施策として実行。
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３．医師の働き方に関する制度上の論点

時間外労働の上限規制の構成 ※具体的な内容はＰ４・５

診療従事勤務医の時間外労働の上限水準として、脳・心臓疾患の労災認定基準を考慮した（Ａ）水準を設定。このほか
に、２つの水準を設定。

 地域医療提供体制の確保の観点（①2024年時点ではまだ約１万人の需給ギャップが存在し、さらに医師偏在解消の目
標は2036年、②医療計画に基づき改革に取り組む必要性、③医療ニーズへの影響に配慮した段階的改革の必要性）か
ら、やむを得ず（Ａ）水準を超えざるを得ない場合を想定し、地域医療確保暫定特例水準（（Ｂ）水準）を設定。

※「臨時的な必要がある場合」の１年あたり延長することができる時間数の上限（1,860時間）については、過重労働を懸念する声が

あがっており、本検討会においても、医師の健康確保や労働時間短縮を求める立場から賛同できないとの意見があった。

 地域医療の観点から必須とされる機能を果たすためにやむなく長時間労働となる医療機関として、その機能について

は具体的に以下のとおり。

 ①臨床研修医・専門研修中の医師の研鑽意欲に応えて一定期間集中的に知識・手技を身につけられるようにすること、②高度
な技能を有する医師を育成する必要がある分野において新しい診断・治療法の活用・普及等が図られるようにすること、が必

要であり、集中的技能向上水準（（Ｃ）－１水準（①に対応）、（Ｃ）－２水準（②に対応））を設定。

◆「救急医療提供体制及び在宅医療提供体制のうち、特に予見不可能で緊急性の高い医療ニーズに対応するために整備しているも
の」・「政策的に医療の確保が必要であるとして都道府県医療計画において計画的な確保を図っている「５疾病・５事業」」双方
の観点から、

ⅰ 三次救急医療機関
ⅱ 二次救急医療機関 かつ 「年間救急車受入台数1,000台以上又は年間での夜間・休日・時間外入院件数500件以上」 か
つ「医療計画において５疾病５事業の確保のために必要な役割を担うと位置付けられた医療機関」
ⅲ 在宅医療において特に積極的な役割を担う医療機関
ⅳ 公共性と不確実性が強く働くものとして、都道府県知事が地域医療の確保のために必要と認める医療機関
（例）精神科救急に対応する医療機関（特に患者が集中するもの）、小児救急のみを提供する医療機関、へき地において中核
的な役割を果たす医療機関

以上について、時間外労働の実態も踏まえると、あわせて約1,500程度と見込まれる。

◆特に専門的な知識・技術や高度かつ継続的な疾病治療・管理が求められ、代替することが困難な医療を提供する医療機関
（例）高度のがん治療、移植医療等極めて高度な手術・病棟管理、児童精神科等
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Ｂ・Ｃ水準の将来のあり方

４．おわりに

2019 ･･･ 2024 ･･･ 2027 ･･･ 2030 ･･･ 2033 ･･･ 2036 ･･･

第７次医療計画 第８次医療計画 第９次医療計画 （医師偏在対策
の目標年）（中間見直し）（見直し）（中間見直し）

（実態調査・
検討）

（実態調査・
検討）

（実態調査・
検討）

2035年度末
を目標に
終了年限

（Ｂ）水準：実態調査等を踏まえた段階的な見直しの検討
• 実態調査
• 追加的支援策
• 規制水準の検証

（Ｃ）水準：研修及び医療の質の評価とともに中長期的に検証

時間外
労働上
限規制
の施行

（この後
も引き続
き残る）

（Ｂ）水準

（Ｃ）－１
水準

（研修医）

（Ｃ）－２
水準

（高度特定技能）

医療機関機能、労働時間短縮の取組等の国が定める客観的要件を踏まえ都道府県が対象医療機関を特定⇒特定さ

れた機能にかかる業務につき（Ａ）水準超での３６協定が可能に。新たに設ける「評価機能」が医療機関ごとの

長時間労働の実態や取組状況の分析・評価を実施。結果を医療機関・都道府県に通知・住民に公表し、当該医療

機関と地域医療提供体制の双方から労働時間短縮に向けて取り組む。

臨床研修・専門研修プログラムにおいて想定最大時間外労働（実績）を明示。これが（Ａ）水準を超える医療機

関を都道府県が特定（※超えない場合は（Ａ）水準の適用）⇒「臨床研修・専門研修に係る業務」につき（Ａ）

水準超での３６協定が可能に。医師は明示時間数を踏まえ自らプログラムを選択・応募。

高度技能育成を要する分野を審査組織（※高度な医学的見地からの審査を行う）が特定。必要な設備・体制を整

備している医療機関を都道府県が特定⇒「高度特定技能育成に係る業務」につき（Ａ）水準超での３６協定が可

能に。医師が自由な意欲により計画を作成し、審査組織の個別承認を経たのちに実際の適用となる。

Ｂ・Ｃ水準の適用の対象、手順等

※現在、一般労働者の副業・兼業に係る労働時間管理の取扱いについては「副業・兼業の場合の労働時間管理の在り方に関する検討会」において検討
されている。このため、兼業（複数勤務）を行う医師に対する労働時間管理等の在り方については、改めて検討。

 とりまとめ内容の制度化・実施の際には、追加的健康確保措置が実効性をもって運用され、医師の健康を確実に担保すると

ともに、（Ｂ）水準の解消等に向けて労働時間短縮を着実に推進することが最重要。

 個々の医療機関が労働時間短縮・医師の健康確保を進めた上で、労使で十分に話し合い、時間外労働について３６協定を締

結することが重要。さらに、地域医療確保のためにも、医療機関に対する実効的な支援等について確実に実行に移していけ

るよう、厚生労働省を始めとした行政の速やかな具体的対応を強く求める。

 医師と国民が受ける医療の双方を社会全体で守っていくと強く決意する。
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遠隔ICUの生体情報を集約化し、

特に夜間帯等に、集中治療専門の
医師による監視及び必要時遠隔
ICUの医師に助言を行う。集中治療
専門の医師の有効活用が可能。

Tele-ICU体制整備促進事業

救急・集中治療領域において、集中治療室における重症入院患者の治療は昼夜を問わない手厚い医療提供体制が必要であり、各診療科の主治医（心臓血管外科等）が外来・手術等の
本来業務に加え、夜間も集中治療室において重症患者の治療にあたらなくてはならない等、医師の長時間労働の一因となっている。

特に夜間休日等において、遠隔より適切な助言を行い、若手医師等、現場の医師をサポートし勤務環境を改善するため、複数のICUを中心的なICUで集約的に患者をモニタリングし、集中
治療を専門とする医師による適切な助言等を得るため、下記の設備投資費、運営経費を支援する。

設備投資費 運営経費

・複数のICUを連結するネットワーク構築費 ・複数のICUをネットワークで連携するために必要な運営経費（回線使用料等）

・複数のICUを効率良くモニタリング可能なICT基盤の整備費（※） ・中心的なICUで患者のモニタリング業務に従事する医師、看護師等の人件費

※複数のICUに在室する患者のモニタ情報、電子カルテ情報等を集約・統合し、多数の患者を効率的にモニタリングできる重症度予測システム等の診療補助システムを組み込んだ情報プラットフォームを指す。

背景

データ転送

事業内容

電子カルテ生体情報モニター

集中治療専門の医師

集中治療研修中の若手医師

外科医等主治医

集中治療が必要な患者

大学病院等のICU

• 特に重症患者を扱う救命救
急センターや大学病院等の
ICUでは、集中治療専門の医

師、集中治療研修中の若手
医師や外科等主治医が昼夜
を問わず患者の治療にあ
たっている。

• 外科医等主治医が集中治療
室での治療を任すことのでき
る集中治療専門の医師は不
足しており、夜間は不在のこ
とも多い。

• 集中治療専門の医師の診療
補助が得られない状況で、
外科医等の主治医が夜間も
集中治療室の診療を主体的
に行うことは翌日の手術等
の本来業務に影響を及ぼす。

カメラ

ICU患者の生体情報等を中央ICUに集約化

集中治療研修
中の若手医師で
も診療の質が担

保される。

外科医等
主治医が
ICU外で休

息をとれる
ようになる。

中央ICU
（大学病院の本院等を想定）

遠隔ICU
（大学病院の分
院等を想定

必要時指示
を出す等診
療を補助

Tele-ICU体制を導入した場合（特に夜間帯等において）

各医療機器
データ統合

データ転送 データ転送

夜間不在

集中治療専門の医師の集約化

集中治療研修中の若手医師で対応可能

集中治療研修中の若手医師で対応可能

令和２年度概算要求額 ５４５，７８９千円
【運営費:95,789千円 設備整備費:450,000千円】

（令和元年度予算額：497,894千円）

令和２年度概算要求額 ５４５，７８９千円
【運営費:95,789千円 設備整備費:450,000千円】

（令和元年度予算額：497,894千円）

現状

第２回医師の働き方改革の推進に関する検討会（令和元年９月２日）参考資料２
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妊婦・胎児の生体情報を集約化し、
特に夜間帯等に、産科専門の医師
による監視及び必要時分娩取り扱
い施設の産科医、助産師に助言を
行う。産科医の有効活用が可能。

ＩＣＴを活用した産科医師不足地域に対する妊産婦モニタリング支援

他の診療科と比べて産科医師は少数であり、分娩取り扱い施設において、経験豊富な医師が確保できなかったり、妊産婦モニタリングに必要な体制を十分確保できないために長時間勤務
が余儀なくされているケースもあり、医師確保や勤務環境改善にあたっての課題となっている。

複数の分娩取り扱い施設の医療情報をICTにより共有し、核となる周産期母子医療センターにおいて、周産期専門の医師等が集約的に妊産婦と胎児をモニタリングし、遠隔地から現場の医

師少数区域へ派遣された若手医師等に対し適切な助言を行う体制の整備を促進することにより、医療の生産性の向上の観点を踏まえた勤務環境の改善を行う。

設備投資費 運営経費

・複数の分娩取り扱い施設を連結するネットワーク構築費 ・複数の分娩取り扱い施設をネットワークで連携するために必要な運営経費（回線使用料等）

・複数の分娩取り扱い施設を効率良くモニタリング可能なICT基盤の整備費（※） ・中心的な分娩取り扱い施設で患者のモニタリング業務に従事する医師、看護師等の人件費
※複数の分娩取り扱い施設の患者のモニタ情報、電子カルテ情報等を集約・統合し、多数の患者を効率的にモニタリング

できる重症度予測システム等の診療補助システムを組み込んだ情報プラットフォームを指す。

背景

事業内容

電子カルテ胎児心拍モニター

産科研修中の
若手医師 助産師等産科の医師

入院中の妊産婦

各分娩取り扱い施設

• 分娩を扱う医療機関で
は、産科医師や助産師
等が昼夜を問わず妊婦
の治療にあたっている。

• 産科医師が少ない地域
に若手が勤務したがらな
い理由として、夜間の勤
務が多いこと、特に休
日・夜間等に一人で分娩
を取り扱うことが不安で
あることがあげられる。

カメラ

妊婦・胎児の生体情報を周産期母子医療セ
ンターに集約化

研修中の若手
医師や助産師で
も診療の質が担

保される。

若手も含め産
科医が休息を
とれるようにな

る。

周産期母子医療センター

分娩取り扱い施設
（同一の当該医療圏内
の分娩取り扱い施設を

想定

妊産婦モニタリングを導入した場合（特に夜間・休日帯等において）

各医療機器
データ統合

データ転送 データ転送

産科専門の医師の集約化 研修中の若手医師で対応可能

現状

このモニターは緊急手術が必要？
高次施設へ搬送するべき？

昨日当直だった先生を病院に呼ん
だほうがいいかしら？

月10回は当直
で、月5回はon
callで緊急で呼
び出される

昨日も先生遅くまでい
たし、この程度の胎児
心拍モニターなら、先
生に声かけずに様子
見てていいかしら？

月5回は当直
で、月10回は
on callで緊急

で呼び出され
る

Aクリニック B病院 C病院

データ転送

研修中の若手医師や助産師で対応可能

必要時指示
を出す等診
療を補助

令和２年度概算要求額：552,491千円（0千円）
【運営費：124,991千円 設備整備費：427,500千円】

第２回医師の働き 方改革の推進に 関する検討会 （令和元年９月 ２日 ）参考資 料 ２
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助産師活用推進事業
＜助産師活用の背景＞
○ 積極的な助産師活用の場として、院内助産、助産師外来、助産所等が挙げられ、医師との協働のもと、その専門性をさらに活用することで、地域における安全・安心・

快適なお産の場を確保するとともに、妊婦の多様なニーズに応えることが期待される。
○ 医師の働き方改革の実現に向け、医師以外の職種へのタスクシフティング・タスクシェアリングの推進が求められており、産科医療機関においては、産科医師の負担

軽減を目的とした、助産師の積極的な活用の推進が必要。

出向元 出向先

正常分娩の介助
経験を増やしたい

► 多くの助産師が就業している高度医療機関においては、ハイリスク妊産婦
の増加により、正常分娩の介助経験を積み重ねることが困難

助産所と嘱託医療機関等の

連携に係る支援

出向により、分娩経験等を得られ助産実践能力が向上
○協議会※の設置 ○実践能力の高い助産師を育成

※既存の看護職員確保、助産師出向支援等の協議会でも可（都道府県看護協会、
助産師会、都道府県医師会・産婦人科医会、都道府県行政担当者、学識経験者等）

助産所において、嘱託医療機関等を円滑に
確保できるよう支援

産婦人科診療ガイドラインでは、院内助産システムについてのメリットが示されている。 助産ケア中心の妊娠・出産支援

システムのメリット Low risk妊娠および分娩に対しては、助産ケアを中心とした管理が、予後を損なうことなく妊婦から肯定的（満足度が高い）評価を受ける可能性がある。研究結果は、
「助産師が責任を持ち、妊娠から分娩まで助産師が深く関与した場合は、当該褥婦の満足度が高いこと」を指摘しており、全妊娠および分娩の約3割は全妊娠期全期
間を通じて数回の医師のみ（助産ケアを中心として妊娠および分娩管理を行う）で良好な妊娠予後が得られることを示唆している。（産婦人科診療ガイドライン2017）

産科医師等を対象に、院内助産等の実施
までのプロセスや効果等についての理解促進を
目的とした取組を実施

 院内助産等の実施に関する講演・セミナー・
シンポジウム等

 院内助産・助産師外来ガイドライン改訂版
（Ｈ30）の周知

院内助産・助産師外来を実施するためには、

産科医師等の理解・協力が必要

院内助産・助産師外来の
実際及び効果についての理解促進

在籍出向に
よる研修

「院内助産」 緊急時の対応が可能な医療機関において、助産師が妊産褥婦とその家族の意向を
尊重しながら、妊娠から産褥１か月頃まで、正常・異常の判断を行い、助産ケアを提供する体制。

（※医療法における「助産所」には該当しない）

「助産師外来」 緊急時の対応が可能な医療機関において、助産師が医師と役割
分担をし、妊産褥婦とその家族の意向を尊重しながら、健康診査や保健指導を行う
こと。

医療機関
（妊産婦の異常に
対応する医療機関）

助産所

連携

（都道府県助産師会等）

連携医療機関確保のための
• 支援・調整
• 相談窓口の設置
• 調査・ヒアリング
• 研修会・カンファレンス 等

74.10%

70.40%

45.30%

25.20%

助産師の確保

導入・再開にあたっての
費用補助

他職種の理解・協力

その他

 院内助産開設に向けての課題

希望が

ある

41%
希望は

ない

49%

無回答

10%

希望が

ある

64%

希望は

ない

29%

無回答

7%

 院内助産開設の希望  助産師外来開設の希望

箇所数
分娩取扱
い箇所数

導入
率

院内助産 病院 160 1,031 16%

診療所 54 1,24２ ４%

助産師外来 病院 563 1,031 55%

診療所 438 1,242 35%

 院内助産・助産師外来の開設数及び導入率

出典：平成28年度分娩施設におけるウｲメンズヘルスケアと助産ケア提供状況等に関する実態調査（日本看護協会） ※看護管理者（看護部⻑、産科関連病棟師⻑、外来師⻑）が回答

（病
院）

（病
院）

継続助産師出向の検討、計画立案、運営、評価等 継続

令和2年度概算要求額 83,850 千円 （令和元年度予算額 61,290 千円）

第２回医 師の働き 方改革の推進に 関する検討会 （令和元年９月 ２日 ）参考資 料 ２
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医師の労働時間短縮のための「評価機能」（仮称）の設置準備

【課題】

○ 医師の働き方改革を実効的に進めていくためには、個々の医療機関における医師の長時間労働の実態や労働時
間短縮の取組状況を分析・評価し、効果的な取組を推進していく必要がある。そのため、地域医療提供体制の実情
やタスク・シフティングの実施状況等を評価するために必要な医療に関する知見をもって取組状況の分析・評価を行
う「評価機能」（仮称）を設ける。

（事業内容）
「評価機能」の設置に向け、必要な専門人材の育成等の準備を開始する。

令和２年度概算要求額
98,067千円（０千円）

医師の労働時間短縮に取り組む医療機関が
直⾯する“医療ならでは”の様々な隘路

H

H

タスク・シフティングはもう十分に取り
組んでいるつもりだけど･･･

時間外の患者さんが多いので医療機関側
としてはどうにもできない･･･

医療の知⾒をもって
取組状況の分析・評価

医療機関内で、さらなるタスク・シフ
ティングが可能な部分

医療機関間での機能分化・連携が可能な
部分

都道府県による重点的支援を要する部分
（医師偏在対策等）

･･･等を明らかにし、医師の労働時間
短縮につながる効果的対策につ
なげる

※「評価機能」は、都道府県から中⽴の機能を想定。また、2024年４⽉から適⽤される医師に対する時間外労働の上限規制において、「地域医療確保
暫定特例⽔準」の適⽤に当たっては、医療機関が当該分析・評価を受けていることが要件とされる⾒込み。

まずは、専門人材の育成等から着手

第２回医師の働き方改革の推進に関する検討会（令和元年９月２日）参考資料２
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令和２年度（診療報酬改定） 令和３年度 令和４年度（診療報酬改定）

4月 7月 10月 1月 4月 7月 10月 1月 4月 7月 10月 1月

【審査支払機関】

○○県

□▽県

・
・
・

都道府県毎にデータ
の引き出し・活用

【全国共通のサーバーを構築】

医事
システム

オーダリングシステム
や手作業で入力

提供サービスや医療連携体

制に関する事項

事務局にて集計

必要に応じ医療
機関へ送付

※収集の根拠や目的を医療法施行規則に新たに規定する必要がある

【厚生労働省】

医療機能情報を
全国統一的に公表
・スマートフォン、外国語対応
・患者の利便性の向上

管理・運営・サービスに関す
る事項

（病院へのアクセス、駐車場
の有無など）

NDBからデータ抽出
・正確な情報
・医療機関の負担軽減

医療機能情報提供制度に基づく報告事項

構造・設備、人員配置等

に関する項目

【医療機関等】
医療機能情報提供制度に基づく報告

電子レセプト

・医療機関の情報

・患者の情報

・保険、公費の情報

・傷病名

・診療行為

（診療行為、点数、回数）

・医薬品、医療材料 等

診療行為に関するデータ
（医療の内容に関する項目）

全国の病院等を検索できる医療情報サイトの基盤構築

【NDBと同じサーバー（※）】

〇 厚生労働省が管理する全国統一的な検索サイトの基盤を構築す
ることで利便性を向上する。

〇 レセプト情報・特定健診等情報データベース（ＮＤＢ）からデータを
抽出し、医療機関が利用できる仕組みを付加することで、医療機関
からの報告に係る負担軽減につなげるとともに、正確性を担保する。

〇 医療機能情報提供制度については、都道府県毎の公開であるた
め、スマートフォンや外国語への対応等を含め、公表方法に差がある。
また、例えば県境の患者は複数の都道府県の検索サイトを閲覧しなけ
ればならないなど利便性が悪い。

〇 規制改革実施計画において、医療機関の負担軽減が求められて
いる。また、都道府県毎に対応状況が異なるため、内容の正確性が十
分ではないとの懸念もある。

現状の課題 対応案

システムの基盤構築に向けた工程表（案）

【都道府県】

医療機能情報提供制度の新しい業務フローイメージ図

仕様書作成

データ移行

プロジェクト管理（統計調査、レセプトデータ集計の運用等）

システム基盤構築

調達支援・都道府県（契約変更等）支援

並行運用、運用・保守

診療報酬改定に伴う機能改修等（随時）

令和２年度概算要求額 268,263千円（0千円）
第２回医師の働き 方改革の推進に 関する検討会 （令和元年９月 ２日 ）参考資 料 ２
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〇 団塊の世代が75歳以上となる2025年の地域医療構想の実現に向け、2019年央に、国から都道府県に対し公立・公的医療機関
等が策定した医療機能の分化・連携に向けた具体的対応方針について再検証を求め、医療機関同士の再編統合の検討を除いて
2019年度内に見直しを行うこととなっている。

○ 2020年度より見直した具体的対応方針に基づいて、医療機能の移管や、医療機関同士の再編統合の取組を実施していくこと
となるが、医療機関間の勤務環境、給与体系、一時的な収益減少等の調整が障壁となる。

○ また、2024年の医師の働き方改革を踏まえると、医師の時間外労働を縮減し、地域において効率的な医療提供体制を構築し、
医療従事者を効果的かつ効率的に配置する必要があり、これまで以上に高度な調整を要することが見込まれる。

〇 特に、国が設定する重点的に支援する区域については、都道府県と連携し、再編統合の方向性等について直接助言すること
としており、適切な助言を行うために必要な事項の整理やデータの分析を行うとともに、再編・統合の調整過程で発生した課

題に迅速に対応していく必要がある。

現状と課題

〇 過去の再編統合事案における人事給与体系等の労働条件についての調整内容の調査・分析。
〇 医療機関からの相談窓口を設置し、再編統合の際に必要となる対策のための基礎資料（財務シミュレーション、統合した際
のデメリットを縮小するための諸施策の立案、人材統合のための研修、人事配置等の対策等）の作成に関する助言。

○ 国が設定する重点的に支援する区域の再編統合後の勤務環境や給与体系及び一時的な収益の減少等の給与体系等に関する調
査分析。

○ 国が設定する重点的に支援する区域の国、都道府県及び医療機関による意見調整の場の設置

事業内容

医療機能の分化・連携に向けた具体的対応方針に対する病院支援事業

令和２年度概算要求額 121,726千円（0千円）

再編統合検討医療機関

厚生労働省

関係者との意見調整

②基礎資料の提供や再編統合の方向性等の直接的な助言

①データの提出、再編統合の方向性等の相談

受託事業者（シンクタンク等）
・参考となる事案の調査、給与データ等の分析
・再編統合の方向性の検証等
・相談窓口設置
・意見調整の場を開催（必要に応じて）

＜重点的に支援する区域の事業のイメージ＞
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求職者
（ドクター）

求人登録
・紹介依頼

求人者
（医療機関）

女性医師支援センター事業

140,629千円

令和２年度概算要求額 （令和元年度予算額）

紹介

求職登録
・相談

紹介

○就業成立 660名
○求人登録 9,161名
○求職登録 984名

（※H18’～H29’実績）

女性医師支援センター事業
※日本医師会への委託事業（Ｈ１８’～）

インターネット インターネット

女性医師バンク事業
女性医師がﾗｲﾌｽﾃｰｼﾞに応じて働くこと
のできる柔軟な勤務形態の促進を図る
ため、ﾊﾟｰﾄﾀｲﾑ勤務等の職業斡旋事業
を実施

西日本センター
（福岡県医師会内）
西日本センター
（福岡県医師会内）

中央センター
（兼）東日本センター
（日本医師会内）

中央センター
（兼）東日本センター
（日本医師会内）

日本医師会 女性医師バンク日本医師会 女性医師バンク

再就業講習会事業

都道府県医師会において、病院管理者や女
性医師、研修医等を対象に、女性医師が就
業継続できるよう、多様な女性医師像の提示
や就業環境改善等に関する講習会を実施
※H29’実績；延べ79回

（学会・医会との共催を含む）

（140,629千円）
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女性医師等をはじめとした医療職がキャリアと家庭を両立出来るような支援を普及させるため、女性医療職等支援で中核的な役割を担う拠点医療機
関を各地域で選定し、復職支援等にかかる必要な経費を支援する。

厚生労働省

新たに就職又は再就職する女性医療職等

・全国的な女性医療職等就労環境の環境整備が推進される。
・女性医療職等が就職先を探す際に活用できる。
・これから女性医療職等支援に取組もうとする医療機関の先行事例となる。

期待される効果

①キャリアと家庭を両立出来るよ

うな取組を実施するのに必要な経
費を支援

②事業成果等の実績報告

女性医療職等の働き方支援事業 令和２年度概算要求額 ５１，８１６千円 （５１，８１６千円）

近年、医師についても女性割合が高まっているが（現在、医学部生の約３分の１が女性）、出産・育児・介護等によりキャリアを中断せざるを得ない
場合があり、特に女性医師の割合が多い診療科（小児、産婦人科等）等において課題となっている。また、男性医師や医師以外の医療従事者も含め
た勤務環境改善等の支援が必要であるため、女性医師以外の医療従事者への支援も必要となっている。

女性医師がキャリアと家庭を両立していくためには、女性医師がキャリアと家庭を両立できるようにすることが重要であり、平成27年度より女性医
師支援の先駆的取組みを行う機関を選定し、その取組みを地域の医療機関に普及するための経費を支援してきた。
その結果、それまで女性医師支援の取組み実績がない施設に新たな支援チームが立ち上がるなど、女性医師支援の機運が高まっている。

一方、女性医療職がキャリアと家庭を両立していくためには、女性医療職等支援について中核的な役割を担う拠点医療機関等がない等、全国的な
動きとしてはまだ十分とは言えない。

現状

課題

対応案

③復職率、女性幹部
率等の実績公表
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女性医療職等に係る主な取組 令和２年度概算要求額 192,445千円（ 192,445千円）

女性医師支援センター事業 令和２年度概算要求額 140,629千円（140,629千円）

○ （公社）日本医師会に委託し、次のような取組等を実施
 就職を希望する女性医師に対する医療機関や再研修先の紹介 （平成30年度 就業成立件数 204件）
 学会等におけるブース出展やシンポジウムの開催 （平成30年度 実績 26回）
 都道府県医師会等において病院管理者や医学生、研修医に対する

女性医師のキャリア形成や勤務環境改善に関連する講習会・講演会の開催 （平成30年度 講習会開催件数 79回）
 全国の大学医学部や各医学会の女性医師支援や男女共同参画の担当者に対する

「大学医学部・医学生女性医師支援担当者連絡会」の開催 （平成30年度 参加者数 264人）
 講習会等への託児サービス併設補助

女性医療職等の働き方支援事業 令和２年度予概算要求額 51,816千円（ 51,816千円）

○ 女性医療職等支援の先駆的な取組を行う医療機関を「女性医療職等キャリア支援モデル推進医療機関」として位置づ
け、地域の医療機関に普及可能な支援策のモデルの構築や、シンポジウム等の普及・啓発のための必要経費を補助。

○ 平成28年度実施機関： 東京女子医科大学、久留米大学
平成29年度実施機関： 広島大学、佐賀大学
平成30年度実施機関： 広島大学、大分大学

＜女性医療職等支援に資する先駆的な取組例＞
・女性医療職等に対するキャリア教育 ・育児支援（院内保育所の利用促進等）
・復職支援（Ｅラーニング, シミュレーターを用いた実技練習等） ・勤務環境改善（ワークシェアリング等）

女性医師等就労支援事業 地域医療介護総合確保基金で実施可

○ 各都道府県において女性医師等支援に係る取組を実施

 大学病院や医師会等において相談窓口を設置

 復職のための研修を実施する医療機関への補助

 勤務環境改善の取組を実施する医療機関への補助 等
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看護職員の確保策を実施するために必要な経費

平成31年度特別研究「看護職等が受ける暴力・ハラスメントに対する実態調査と対応策に向けた研究」においてとりまとめられた内

容を活用し、施設種別によっては、暴力・ハラスメントに対する対応方針等が異なることから、病院・診療所・在宅の施設別に研修が受
講できる暴力・ハラスメントに対する教材（e-ラーニング）を作成・周知することで、医療機関等における暴力・ハラスメント対策の実施を
促し離職防止を図る。

事業目的

平成30年度 令和元年度 令和２年度

～3月 4月～3月 4月～7月 8月～3月

特別研究「看護職等が受ける暴力・ハラスメントに対する
実態調査と対応策に向けた研究」

内容

検討

事業者

選定手続
e-ラーニング作成 配布

○ 看護職等が受ける暴力・ハラスメントに対する組織的な対応を促すためのマニュアルを活用し、
個々の医療機関等でどのような取組を行っていけば良いか等の教材（e-ラーニング）を開発。

○ 個々の医療機関等で活用してもらうために、幅広く周知を行う。

事業概要

スケジュール

補助先（委託先） 公募

事業名 医療現場における暴力・ハラスメント対策普及啓発事業

平成30年度版「過労死等防止対策白書」において、労災支給決定（認定）事案の分析がされ、看護師については、精神障害の事案

の割合が多く、その発病に関与したと考えられる業務によるストレス要因は、患者からの暴力や入院患者の自殺の目撃等の「事故や
災害の体験・目撃をした」が約８割とされており、患者からの暴力等に対する対策が必要である。

事業背景

令和2年度概算要求額
34,150千円

令和元年度予算額
0千円

第２回医師の働き方改革の推進に関する検討会（令和元年９月２日）参考資料２

57



看護業務効率化先進事例収集・周知事業【継続】
背景

「新たな医療の在り⽅を踏まえた医師・看護師等の働き⽅ビジョン検討会報告書」（平成29年4月6日）や「医師の働き方改革
に関する検討会」（平成29年8月から実施）において、医師から看護職へのタスク・シフティング（業務の移管）の推進が議論
され、看護職の活躍の場や業務の拡大が期待されている。
看護職の活躍の場や業務の拡大に伴い、これまで以上に看護業務の効率化を図り、看護職がより専門性を発揮できる働き方の

推進や生産性の向上が必要となる。

事業内容等

◆事業内容︓
看護業務の効率化に資する取組を広く募集し、選考委員会を設置して

先進的取組を選定・表彰、周知する。
＜取組例＞申し送り時間短縮、ベッドコントロールのAI活用、体温や血圧・心拍数などの自動記録等

 選考委員会を設置し、有識者の意⾒を聞いて先進的取組を選定。
 周知方法は、取組事例の報告会＋動画を作成しHP上で公表。
 選定した先進的取組の他施設での試⾏を⽀援。

スケジュール（予定）

R元 R2 R3 R4 R5

（参考）
改正労基法施⾏ 医師に関する経過措置期間

◆事業⽬的︓
看護業務の効率化としては、他職種との連携推進、ICTの利活用等が

想定されるが、各施設の特性により取り組みの程度や取り組める内容にも
差異が大きいと想定されるため、看護業務の効率化に関する先駆的な取組
を収集し、その中から汎用性が高く効果のある取組を選定し、広く周知する。

事例収集・選定・公表
事例収集・選定・公表

事例収集・選定・公表 事例収集・選定・公表
事例収集・選定・公表

収集・蓄積事例の
成果評価（タイムスタ
ディ等）

報告

報告 報告

Ｂ

施
設

Ａ

病
院

選考委員会

選定

事例の試⾏ 事例の試⾏継続

事例の試⾏継続

事例の試⾏ 事例の試⾏継続

取組の公表（周知）
HP上での動画公開

先進的取組医療機関

動画作成

報告会・受賞式

公募により選定した団体委託先

令和2年度概算要求額 26,821千円（令和元年度予算額 26,821千円）
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医師の健康確保措置実施準備調査研究事業

【課題】

○ 医師の働き方改革として、2024年4月から医師に対して時間外労働時間の上限規制が適用されるとともに、長時

間労働の状況にある医師に対して追加的健康確保措置を実施することとされているが、疲労回復に効果的な代償
休息の付与方法や効果的な面接指導の実施方法について、実証実験を行う必要がある。

（事業内容）
実際に、医療機関（10機関程度）に勤務する医師の睡眠の状態などを確認し、
○ 疲労回復に効果的な代償休息の付与方法（時間休又は勤務間インターバルの幅の延長のいずれが効果的な休息となるのか等）
○ 効果的な面接指導の実施方法
について、実証実験を行い、検証する。

実態を踏まえた健康確保措置の調査研究

令和２年度概算要求額
102,240千円（０千円）

医療機関（10機関程度）に勤務す
る医師を対象

ウェアラブル
デバイスの着用等

睡眠の状態や健康確保措置（代償
休息や面接指導）の効果を検証

検証結果等をもとに、健康確保措
置の実施ガイドラインを検討する

※民間シンクタンク等に業務委託

H
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○ ２０１８年の労働基準法改正に基づき、２０２４年４月から診療に従事する医師に対する時間外労働時間の上限規制が
適用される。

○ 医師の時間外労働時間の上限水準は、一般労働者と同等の９６０時間とする（Ａ）水準を原則としたうえで、地域の医
療提供体制を確保するための暫定的な特例として１，８６０時間とする（Ｂ）水準、一定の期間集中的に技能向上のため
の診療を必要とする医師に適用される水準として １，８６０時間とする（Ｃ）水準が設定されることとなっている。

○ このうち（Ｃ）⽔準については、初期研修医及び後期研修医を対象とする（Ｃ）−１⽔準と、公益上必要とされる分野
において⼀定期間集中的に⾼度特定技能の習得に関連する診療業務を⾏う医師を対象とする（Ｃ）−２⽔準の２類型に整
理されている。

背 景

○ （Ｃ）ー２水準については、対象となる医療機関の要件（設備、症例数、指導医等）を個別に審査する必要があり、ま
た、各分野の医師から提出される高度特定技能育成計画を個別に審査する必要があるため、様式、審査方法、審査基準等
を確定し、審査体制を構築する必要がある。

課 題

○ （Ｃ）−２⽔準の⾼度特定技能の審査を⾏うに当たって必要な申請書類の様式や審査⽅法を検討する。
加えて、それぞれの分野において、疾病・治療法ごとに審査基準が異なっていると考えられることから、技能の習得に必
要な時間数、症例数、設備等について、個別具体的に検討する。

事業内容

集中的技能向上水準の適用に向けた準備支援集中的技能向上水準の適用に向けた準備支援

○ ２０２４年４月から（Ｃ）ー２水準が適正に適用されることにより、医師の勤務環境改善に資することができる。

期待される効果

令和２年度概算要求額：２７，０９１千円（０千円）
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医療労務管理アドバイザー
・⼈数は都道府県により異なる
・社会保険労務士等
・労働局が社労士会等へ委託
・財源︓労働保険特会

アドバイザーのほかに相談員を
配置

医業経営アドバイザー

・⼈数は都道府県により異なる
・医業経営コンサルタント等
・財源︓基⾦

医師等働き方調査事業
・医政局から⺠間事業者へ委託
・全病院（約8,400）を対象に郵送や電
話等による調査を⾏い、⻑時間労働な
どの労務管理上の問題等をかかえる医
療機関を抽出
・必要経費︓⼈件費、旅費、印刷製本
費、通信運搬費 等

医療機関

勤務環境改善に取り組む医療機関 労務管理上の問題等をかかえる医療機関

マネジメントシステム導入支援、助言等

連携

医師等働き方調査事業

都道府県 医療勤務環境改善⽀援センター

医師の⻑時間労働等を調査、改善⽀援

○ 各都道府県の医療勤務環境改善支援センターの活動を支援

令和２年度概算要求額
58,188千円（58,188千円）
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○第196回通常国会において成立した医療法及び医師法の一部を改正する法律により、医師確保対策について
地域医療対策協議会において協議し、その結果に基づき地域医療支援センターが医師派遣等、医師の配置調
整を行うこととなった。

○医師派遣等の医師の配置調整は、重点的、効率的に行われることが重要であるとともに、医師の働き方改革
を実施するためには、個別医療機関における医師の配置状況等について詳細を把握する必要がある。

○また、働き⽅改⾰を進めていく上では、医師の⻑時間労働是正のためにタスクシフト等の施策を⾏う必要が
あるが、個別医療機関における医師の配置状況等を詳細に把握することで、より重点的にタスクシフティン
グに向けた人材確保が必要な医療機関の実態を明らかにする

現状と課題

○三師調査の個票を経年にわたって分析し、どのような病院にどのような医師が移動し、在籍しているかを明
らかにすることで、医師の教育・研鑽や医師派遣の実態等を明らかにする。この結果と病床機能報告等の医
療提供内容とを複合的に分析することで、医療需要に対して医師の配置が手薄であり、重点的な支援が必要
である医療機関の実態（医療需要と医師確保のミスマッチ）を把握する。

○また、現在公表している医師偏在指標（暫定版）は派遣の実績が反映できていないことから、今後の医師確
保計画において、それらの実績が計画策定及び評価等に反映できるよう三師調査のデータのとり方等につい
て調査分析を行う。

事業内容

三師調査等の詳細な調査分析事業

予算項目： （項）医療提供体制確保対策費（目）保健福祉調査委託費
対象経費： 委託費
委託先： 入札等により決定

その他

令和２年度概算要求額：91,550千円（０千円）
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■ＩＣＴを活用した医科歯科連携の推進事業
背景・目的

○ 入院患者等に対する歯科医師による口腔機能管理
→在院日数の減少や肺炎の発症率の低下などの効果が報告

○ 歯科標榜のある病院は、病院全体の約２割
→歯科標榜のない病院において、歯科専門職（歯科医師・歯科衛生士）の介入に
よる口腔機能管理を推進する必要

○ 歯科標榜がない病院や介護施設等、歯科医師がいない施設では、地域の歯科診
療所からの訪問歯科診療により対応しているが、訪問歯科診療を実施している医
療機関は歯科診療所全体の約２割
→ 効果的・効率的な歯科専門職の介入が必要

平成25年11月22日 中医協専⾨委員提出資料より抜粋

⼊院患者に対する⼝腔機能の管理
→統計学的有意に在院日数が減少

事業概要（イメージ）

歯科医師がいない病院等において、ＩＣＴを活用した歯科医師の介入による口腔機能管理を推進 ⇒医師の負担軽減

○ 歯科標榜のない病院や介護施設において、オンライン診療を活用した口腔機能管理等に関するモデル事業を実施し、効果的・
効率的な歯科専門職の介入方法について検証

○ 地域の状況に応じたオンライン診療（Dentist to P with DH/Ns）を実施することで、適切な運用・活用方法等を検証

迫
井
歯
科
医
院

訪問歯科診療
・歯科医師
・歯科衛生士 等

対面診療時

迫
井
歯
科
医
院

オンライン診療
訪問歯科衛生指導
・歯科衛生士

 患者の状態確認
 患者に対する指導
 患者の状態に応じた、

指導内容等に関する
指示 等

オンライン診療時（Dentist to P with DH） オンライン診療時（Dentist to P with Ｎ）

迫
井
歯
科
医
院

オンライン診療

 患者の状態確認
 患者に対する指導
 Nsに対し、患者の状態

に応じた、口腔ケア方
法等に関する指示 等

看護師歯科衛生士

歯科医師
歯科医師

令和２年度概算要求額：３１，０６４千円（新規）
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脳卒中リハのステージ
歯科医師・

歯科衛生士の役割

【急性期】
発症直後の治療段階
→廃用症候群予防
セルフケアの早期自立

 誤嚥性肺炎の予防・改善
 早期の安全な経口摂取の開始
 食べる楽しみ（ＱＯＬ）の回復 等

【回復期】
リハビリテーション期
→在宅復帰を前提とした
チームによる集中的・包括的リハ

 「噛める・食べられる口」への回復
 患者状態に応じた歯科治療
 患者の状態にあわせた食形態の

検討、口腔機能管理 等

【維持期】
日常生活に戻る段階
→獲得した能力を長期に維持
（通所・訪問リハ）

 口腔機能の維持・管理 等・

誤嚥性肺炎の予防
経口摂取の回復
食べる楽しみを通じた患者のＱＯＬ回復
在院日数の減少 等

■脳卒中患者に対する口腔機能管理モデル事業

○ 脳卒中患者の多くに摂食嚥下障害が生じる（脳卒中患者の30～70％）。また、脳卒中患者の肺炎の多くは誤嚥性肺炎である、との報告がある。
○ 脳卒中急性期患者に対して、歯科医師、歯科衛生士、言語聴覚士などの多職種による介入を行うことで、口腔衛生状態や口腔機能が改善するこ

とにより、誤嚥性肺炎の予防や早期の経口摂取等が期待される。

脳卒中患者に対する急性期からの口腔機能管理を推進 ⇒医師の負担軽減

背景・目的

事業内容（イメージ）

○ 脳卒中急性期患者に対する、歯科専門職を含むチーム医療による早期
の口腔機能管理の地域連携モデル事業

• 歯科標榜のある脳卒中急性期病院を核とした、地域の歯科診療所の
歯科専門職に対する研修会等（脳卒中急性期患者に対する口腔機能
管理を実践できる歯科専門職の育成）

• 脳卒中急性期患者に対するチーム医療における効果的・効率的な歯
科専門職の介入・連携方法の検証
⇒歯科標榜の有無やチームを構成する職種の違い等、地域の状況に
応じた介入方法の検討

• 脳卒中急性期患者に対する早期の口腔機能管理介入の効果の検証

（現状）・摂食嚥下チームに歯科医師が参加していない場合も多く、急性期から歯科が介入する重要性が歯科医療従事者も含め、医療従事者に十分
理解されているとは言い難い。

・歯科標榜がある病院は、病院全体の約2割程度であり、地域の歯科診療所の歯科医師との連携による対応が必要である。
・一方で、歯科診療所の歯科医師は、脳卒中急性期患者への対応に慣れていないことが多く、急性期へ歯科的介入は進んでいない。

訪問歯科診療

歯科標榜のない病院

訪問歯科診療

歯科標榜のない病院歯科標榜のある病院

歯科標榜のない病院

訪問歯科診療

令和２年度概算要求額：３０，０５０千円（新規）
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医療従事者の勤務環境改善に取り組む医療機関への⽀援体制の構築 (平成26年10月1⽇施⾏)

【事業イメージ（全体像）】
医師・看護職等の医療スタッフの離職防⽌や医療安全の確保等を図るため、国の指針・手引きを参照して、各医療機関がPDCAサ
イクルを活用して計画的に医療従事者の勤務環境改善に向けた取組を⾏う仕組み（勤務環境改善マネジメントシステム）を創設す
るとともに、各都道府県に、こうした取組を⾏う医療機関に対する総合的・専⾨的な⽀援体制（医療勤務環境改善⽀援センター）
を設置する。センター事業は地域の医療関係団体等による実施も可能。（都道府県の実情に応じた柔軟な実施形態が可能。）

一
体
的
な
支
援

医療労務管理支援事業
（医療労務管理アドバイザー等の配置）

医業経営アドバイザー

○診療報酬制度面
○医療制度・医事法制面
○組織マネジメント・経営管理面
○関連補助制度の活用
等に関する専門的アドバイザーの派遣等

○労務管理面でのアドバイザー等の配置

各医療機関の勤務環境改善マネジメントシステムに基づく「勤務環境改善計画」の策定・実施・評価等を、専門家のチー
ムにより、個々の医療機関のニーズに応じて、総合的にサポート

労働基準局予算
都道府県労働局が執行

令和２年度要求額 労働保険特別会計５．２（５．１）億円

地域医療介護総合確
保基金対象事業

マネジメントシステ
ムの普及・導入支援、
相談対応、情報提供

等

医政局予算要求
都道府県衛生主管部局

令和２年度要求 地域医療介護総合確保基⾦
事項要求（公費1,034）億円の内数

都道府県 医療勤務環境改善支援センター

現状の分析

課題の抽出

改善計画の策定

勤務環境改善マネジメントシステム

勤務環境改善に取り組む医療機関

院内で、院長、各
部門責任者やス
タッフが集まり協議 ガイドラインを参考に

改善計画を策定

・医療従事者の働き⽅・休み⽅の改善
多職種の役割分担・連携、チーム医療の推進
医師事務作業補助者や看護補助者の配置
勤務シフトの工夫、休暇取得の促進 など

・働きやすさ確保のための環境整備
院内保育所・休憩スペース等の整備
短時間正職員制度の導⼊
子育て中・介護中の者に対する残業の免除
暴⼒・ハラスメントへの組織的対応
医療スタッフのキャリア形成の⽀援 など

※ 地域の関係団体と連携した支援
医師会・歯科医師会・薬剤師会・看護協会・病院協会・

社会保険労務士会・医業経営コンサルタント協会等

社会保険労務士、
医業経営コンサ

ルタントなど

都道府県
労働局

第２回医師の働き方改革の推進に関する検討会（令和元年９月２日）参考資料２
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516,209(512,788)千円

全国47都道府県の医療勤務環境

改善支援センターに社会保険労務
士などの労務管理の専門家（医療
労務管理アドバイザー）を配置（※）し、
医療機関からの各種相談に応じる
とともに、医療機関の求めに応じ、
医療労務管理アドバイザーを派遣し、
医療従事者の勤務環境改善に向け
た取組みを支援する。

また、医療従事者の働き方改革

に向けて、研修やセミナーなどを通
じた法や制度の周知を図る。

（※）東京４名、大阪・愛知各3名

その他道府県2名

国民が将来にわたり質の高い医療サービスを受けるためには、長時間労働など厳しい勤務環境におかれて

いる医療従事者の勤務環境の整備が喫緊の課題であることから、労務管理支援など、医療機関の勤務環境改
善に向けた主体的な取組に対する支援の充実を図ることにより、医療従事者全体の勤務環境の改善に向けた
取組の充実につなげる。

令和２年度要求額 672,650（603,869）千円

39,507(36,630)千円
医療従事者の勤務環境改善に資

するため、以下の取り組みを行う。
・有識者による検討委員会の設置

・医療機関の勤務環境改善にかかる
事例収集

・医療勤務環境改善マネジメントシス

テムの効果的な推進策を検討するた
めのモデル事業の実施

・医療機関の労働実態（時間外労

働、夜勤、連続勤務等）を把握するた
め、全医療機関を対象とした実態調
査

93,081(30,598)千円
勤務環境改善に関する好事例、

国による支援施策、医療機関が自
主的に勤務環境の改善に取り組む
際に活用できる支援ツールなどを掲
載したＨＰ（いきいき働く医療機関サ
ポートWeb）を運営する。
また、医療勤務環境改善マネジメ

ントシステムの普及・啓発のための
セミナーの開催、周知用リーフレット
の作成・配布に加え、新たにイン
ターネットバナー広告等による周知
の強化を行う。
さらに、勤務環境

改善に取組み、成果
を上げた医療機関の
事例を収集し、動画
等を作成・配信する。

医療労務管理支援事業
勤務環境改善に向けた

調査研究事業
マネジメントシステムの

普及促進等事業

医療従事者の確保・定着に向けた勤務環境改善のための取組

※下線部は令和2年度における新規要求事項

労働保険特別会計分
第２回医師の働き方改革の推進に関する検討会（令和元年９月２日）参考資料２
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 病院に勤務する医療従事者の勤務環境改善の取組がさらに進むよう、総合入院体制加算の要
件となっている病院勤務医の負担軽減等の体制について、対象を病院に勤務する医療従事者全
体に拡大し、取組内容を整理する。

医療従事者の勤務環境改善の取組の推進
平成30年度診療報酬改定

改定後（総合入院体制加算 施設基準（抜粋））

病院に勤務する医療従事者の負担の軽減及び処遇の改善に資する体制として、次の体制を整備。

ア 医療従事者の負担の軽減及び処遇の改善に関し、当該病院に勤務する医療従事者の勤務状況を把握し、その改善の必要性等について提言す
るための責任者を配置。

イ 多職種からなる役割分担推進のための委員会又は会議を設置し、「医療従事者の負担の軽減及び処遇の改善に資する計画」を作成すること。当
該委員会又は会議は、当該計画の達成状況の評価を行う際等、必要に応じて開催。

ウ イの計画は、現状の勤務状況等を把握し、問題点を抽出した上で、具体的な取組み内容と目標達成年次等を含めた医療従事者の負担の軽減及
び処遇の改善に資する計画とする。また、当該計画を職員に対して周知徹底している。

エ イの計画には次に掲げる項目のうち少なくとも２項目以上を含む。

① 外来診療時間の短縮、地域の他の保険医療機関との連携などの外来縮小の取組み（許可病床数が 400床以上の病院では、必ず本項目を計画に含むこと。）

② 院内保育所の設置（夜間帯の保育や病児保育の実施が含まれることが望ましい） ③ 医師事務作業補助者の配置による病院勤務医の事務作業の負担軽減

④ 病院勤務医の時間外・休日・深夜の対応についての負担軽減及び処遇改善 ⑤ 看護補助者の配置による看護職員の負担軽減

オ 医療従事者の負担の軽減及び処遇の改善に関する取組事項を当該保険医療機関内に掲示する等の方法で公開。

総合入院体制加算の届出医療機関数

88
175 206 234 248 257 278 308 265
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41
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H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30
総合入院体制加算３（H28前は加算２，H26前は加算，H22前は入院時医学管理加算） 総合入院体制加算２ 総合入院体制加算１

負担軽減の取組について
必須の項目を設定

病院勤務医の負担軽減に
資する体制を要件化

総合入院体制加算に
名称変更

総合入院体制加算１を新設
総合入院体制加算２を新設（医療機関数）

（年）
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医師事務作業補助体制加算２（平成25年以前の医師事務作業補助体制加算） 医師事務作業補助体制加算１

 勤務医負担軽減計画を策定し、医師の事務作業を補助する専従職員（医師事務作業補助者）を
配置している等、病院勤務医の事務作業を軽減する取組を評価。
 病院勤務医等の負担軽減策として効果があるものについて、複数項目の取組を計画に盛り込む
（※）ことが要件となっている。

※ ①（必須）及び②～⑦のうち少なくとも２項目以上

① 医師と医療関係職種、医療関係職種と事務職員等における役割分担の具体的内容 （必須）
② 勤務計画上、連続当直を行わない勤務体制の実施
③ 前日の終業時刻と翌日の始業時刻の間の一定時間の休息時間の確保（勤務間インターバル）
④ 予定手術前日の当直や夜勤に対する配慮 ⑤ 当直翌日の業務内容に対する配慮
⑥ 交替勤務制・複数主治医制の実施 ⑦ 短時間正規雇用医師の活用

病院勤務医の事務負担の軽減

（医療機関数）

医師事務作業補助体制加算の届出医療機関数の推移

15対1, 20対1の新設

精神科救急医療に特化した病棟に対象を拡大
30対1, 40対1の新設

加算１を新設

療養病棟・精神病棟・特定機能病院に
対象を拡大

（年）

医師事務作業補助体制加算

新設
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看護職員の負担軽減に係る主な加算の届出状況

○ 看護職員の負担軽減に係る主な加算の届出医療機関数は、急性期看護補助体制加算、看護
職員夜間配置加算ともに増加傾向である。
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■ 急性期看護補助体制加算の届出医療機関数

（施設）
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■ 看護職員夜間配置加算の届出医療機関数

（施設）

※平成22年度診療報酬改定において新設

25対１急性期看護補助体制加算（看護補助者５割以上） 210点
25対１急性期看護補助体制加算（看護補助者５割未満） 190点
50対１急性期看護補助体制加算 170点
75対１急性期看護補助体制加算 130点

＜施設基準＞
・緊急入院患者数200名／年以上又は総合周産期母子医療センター設置
・一般病棟用の重症度、医療・看護必要度の基準を満たす患者が、Ⅰ７％又はⅡ６％以上
・看護補助者の院内研修１回／年、業務内容・業務範囲の見直し１回／年
・看護職員の負担軽減及び処遇の改善に資する体制を整備 等

看護職員夜間12対１配置加算１ 95点
看護職員夜間12対１配置加算２ 75点
看護職員夜間16対１配置加算１ 55点
看護職員夜間16対１配置加算２ 30点

＜施設基準＞
・一般病棟用の重症度、医療・看護必要度の基準を満たす患者が、
Ⅰ７％又はⅡ６％以上（16対１配置加算２以外）

・夜間における看護業務の負担軽減に資する業務管理等を実施
（加算１のみ） 等

※平成26年度診療報酬改定において新設
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病棟薬剤業務実施加算２

病棟薬剤業務実施加算１※

 薬剤師が勤務医等の負担軽減等に資する業務を病棟で一定以上実施している場合に対する評価を新設
し、勤務医の負担軽減等を図る。

病棟薬剤業務実施加算１ １００点（週１回）

［算定要件］
薬剤師が病棟において病院勤務医等の負担軽減及び薬物療法の有効性、安全性の向上に資する薬剤関連業務（病棟薬剤業務）を実施し

ている場合に、週１回に限り所定点数に加算する。ただし、療養病棟又は精神病棟に入院している患者については、入院した日から起算して
８週間を限度とする。

平成２４年度診療報酬改定において新設薬剤師の病棟における業務に対する評価

※平成27年度までは、
｢病棟薬剤業務実施加算｣の
施設数を記載

（参考） ■ 病棟薬剤業務実施加算届出医療機関数

 高度急性期医療を担う治療室においてチーム医療を推進する観点から、薬剤関連業務を実施するために
治療室内に薬剤師を配置している場合を評価する。

病棟薬剤業務実施加算２ ８０点（１日につき）

［主な算定要件］
① 病棟薬剤業務実施加算１の届出を行っている保険医療機関であること。
② 救命救急入院料、特定集中治療室管理料、脳卒中ケアユニット入院医療管理料、小児特定集中治療室管理料、

新生児特定集中治療室管理料又は総合周産期特定集中治療室管理料を算定する治療室において、専任の薬剤師を配置し、病棟薬剤業務を
実施していること。

特定集中治療室等における薬剤師配置に対する評価 平成２８年度診療報酬改定において新設

薬剤師の病棟業務の評価

(施設)
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